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ま え が き
本稿は,A化学企業の人事・賃金差別についてB地裁で行われた陳述であり,高橋洗教授定年退
任記念号に掲載が予定されていたものである。高橋教授のご研究は多岐にわたっているが,と りわ
け企業別組合および 「日本的労使関係」についてのご研究とともに,「日本の賃金管理」について
のご研究は,その中心をなすものであると解される。賃金問題についてのこの拙稿を教授の定年退
任記念号に寄稿する予定であったのは,教授からのご教示,ご叱正を得たかったからにほかならな
い。しかし,親しくご教示をいただくことももはや不可能となってしまった。
高橋教授の絶筆ともなった 「ここまできた日本的労使関係」と題する玉稿を,小生監修の 「動揺
する 『日本的労使関係』」(1995年7月刊)の巻頭に収めさせていただくことができたのも,1958年
からの多年にわたってご高誼をいただいた高橋教授との公私にわたる忘れ難き思い拙の一騎でもあ
る。文字通りのかけがえのない先達であり,また敬愛する兄貴ともいうべき高橋教授のご逝去は痛
恨の極みである。高橋 洗教授のご冥福を祈念してやまない。合掌。
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「職能資格給新賃金制度」(1970年1刀実施)を 中心 として一
1「職能給制度」から 「新賃金制度(能 力資格制度)」へ
2A化 学企業の職能的資格制度の管理技術的特徴
3「 資格」「資格給」について
4人 事考課 ・昇格審査制度について
5.お わ りに
1.は じ め に
第二次大戦後か ら今 日に至 る問の目木の人事 ・賃金制度は,「賃金体系」を中心にふ りかえ
ってみると,大 ざっぱにいって,① 電産型賃金体系 とその変容(1947～54年),②職務給の導
入 ・促進 ・その弱点の顕在化を経て・(1955～64年),③職能給 ・職能制度の導入(1965～70年
年代末)?④ 職能給 ・職能資格制度の新展開(1970年代末以降～)と 経過 ・発展してきた。
A化学企業の人事 ・賃金制度は,若 干の時間的ずれはあるにしても,日 本の人事 ・賃金制度
の以上のような歴史と照応 しているものと考えられる。
そこで,A化 学企業の人事 ・賃金制度,と りわけ1970年1月か ら1994年4月に至 る問実施さ
れてきたr職 能資格給を軸とする新賃金制度」について分析す るにあた って,ま ず もって戦後
の日本の人事 ・賃金制度の歴史的経過をあとづけておくことにしたい。 人事 ・賃金制度の全般
にわたって考察することは,紙 幅の関係 上容易ではないので,こ こでは昇給 ・昇格 ・昇進等の
処遇の 「年功性」ないしは 「年功性的運用」 のありようとい うことに焦点をおいて検討するこ
とに しよう。なお付言するな らば,さ きに 「人事 ・賃金制度」 という表現を用いたのは,賃 金
制度は,人 事 ・労務管理の重要な環であ り、入事 ・労務管理のあ りようと深く結びついている
からである。
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2.戦 後 日本の賃金制度の推移
1・電産型賃金代系とその変容
まず第一皐の時期についてであるが,労 働組合法(1945年12月公布46年3月施行)の 制定には
じまる戦後初期の 「労働改革」のもとで,社 員 ・工員にかかわ りな く企業 ・事業所別に全従業
員一括加入の組織 として労働組合の結成が急速に進展 し,賃金の大幅引上げ,解 雇反対,労 働
基本権の承認,生 産再開,経 営民主化などの要求をは じめとして,生 活擁護 と民主的権利獲得
との広範な闘いが展開された。 戦後初期の労働組合運動のこうした昂揚をつ うじて実現 された
数多 くのもののひとつが,電 産型賃金体系であった。
電産型賃金体系は,当 時の電力産業の労働組合=日 本電気産業労働組合協議会によって1946
年10月に要求され電力産業の使用者団体との問で締結 された 「覚書」(1946年11月)および 「協
定書」(46年12月)にもとついて,47年4月 より実施 され,ひ ろく普及をみるにいたった もの
であるが,そ れは,賃 金決定の基準が団体交渉によって明確にされるとともに,つ ぎの内容に
み られ るように,身 分的差別,無 規定な 「年来の功績」評価を軸とす る使用者の恣意的な処遇
を大幅に規制す るものであった。
すなわち,電 産型賃金体系は,①17歳以下500円,18歳以上30歳までは1歳 にっき30円増,
31歳以上40歳までは1歳 につき20円増,41歳以上は40歳と同額 とい うように年齢によって決定
される 「本人給」(基準賃金 の4住9%),1人め200円,2人めから各150円とい う「家族給」(基
準賃金の20.2%),勤続年につ き100円とい う 「勤続給」(基 準賃金の46%),生 活保障給
(本人給十家族給)の30%以 内で生活保障給に比例 して支給 される 「地域賃金」(「地域給」 と
「冬営手当」・基準賃金の7.ge/.),「その者の技術,能 力,学 識,経 験などに応 じて支給」 され
る 「能力給」(基準賃金の20.5e/e)からなる 「基準労働賃金」 と,② 「労働の量が基準を超過
す る場合に支給す る超過労働賃金」(時間外手当と当直手当),「労働の質が基準 と異な る場 合
に支給す る特殊労働賃金」(特殊労働手当,作 業手当と特殊勤務手当),「通常の社会生活条件
と異なった生活条件において勤労,ま たは居住する場所について制限拘束を うけて勤務する場
合に支給する特殊勤務手当」(僻地手当と居住地制限手当)か らなる 「基準外労働賃金」 とを
その構成内容 とす るものであった。
このように,電 産型賃金体系では,使 用者の自由裁量を可能にする 「能力給」がとりいれ ら
れていた とはいえ,「基準労働賃金」の20.5%にすぎず,年 齢と家族数 とい う誰の目にもごま
か しようのない客観的基準をその決定基準とする 「生活保障給」が,8時 間労働に対応する「基
準労働賃金」の67.1%,「地域賃金」を加えると75%を占めるなど,「少額基本給+諸 手当」 と
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いう戦前型の賃金構成を打破するとともに,使 用者の恣意的な賃金差別(昇 給差別を含む)を
排除することによって,使 用者の恣意的な戦前型の 「年功賃金」を 「戦後型の年功賃金」に再
編成するものであった。 ここで 「戦後型の年功賃金」 とい う表現を用いたのは,第 一次大戦頃
か ら昭和初期にかけて成立し,使 用者の自由裁量による戦前型の年功賃金および電産型賃金体
系 の解体にともな う 「勤続中心の年功賃金」(後述)と 区別するためである。
以上の概観からも明らかなように,電 産型賃金体系は,基 本的には年齢および家族数 とい う
まぎれ もない客観的基準にもとつ く基本給決定方式(昇 給を も含む)と しての意義を もつもの
であ り,「年功」 を軸とする 「戦後 日本の賃金の原型」 としてその後の日本の賃金決定に多大
の影響を与えるものであったこと,な らびに,「年功」の 「年」は 「年齢」であった ことは注
目され るべき特質であった といえる。
戦後労働運動の昂揚のもとで,電 産賃金体系の実現を契機として広範に普及をみるようにな
った 「戦後型の年功賃金」は,労 働組合運動にたいする公然化 してきた占領軍の露骨な干渉 と
結びあって展開された政府 ・使用者側の攻勢 と労使の力関係の変化の過程で,「年齢」 を軸 と
する賃金決定から 「勤続」中心の賃金決定へとしだいに変容をとげはじめることとなった。
もとよりその当初から 「勤続中心の賃金」へのとりくみがおこなわれたわけではなく,1946
年2月 の 「金融緊急措置令」 に よる500円以上の賃金封鎖(戦 後第一の賃金統制),47年7月
の 「1800円ベース賃金」(戦後第二の賃金統制),48年3月の 「2920円ベース賃金」(戦後第三
の賃金統制)や 同年11月の 「賃金三原則」(戦後第四の賃金統制)な どにみられるように,賃
金水準の抑制がはか られた。それ とあい前後 して,経 済安定本部r賃 金支払方法に関する基本
方針案』(1946年11月)による,「賃金はなるべ く能率給にすること」 とい う要請,目 木経営者
団体連盟(以 下,日 経連と略記)に よる 「企業合理化の一環 としての能率給」の提唱(1948年)
や 『賃金体系 と能率給制度』(1949年)をつ うじて 「賃金問題の方向が能率給制度の設定 ない
し改善におかれ ざるを得ない」 とい う重ねての強調等にみられ るように,能 率給の採用の動き
があらわれは じめた。そ してまた,1946年7月にはGHQ労 働諮問団の最終報告によって,
「本委員会は,日 本政府および 日本の民間産業が,職 務評価の健全な原則,す なわち被用
者の個人的条件,性,年 齢あるいは婚姻状態に もとつかず,当 該職務に必要な意義および責
任にもとつ くところの賃金,給 料制度にむかって努力すべ きこと」
と表明された ことを皮切 りとして職務給導入への動 きもみ られはじめた。
こうしたなかで,能 率給については,「生産復興」への折か らの流れの もとで,ま ず集団的
な生産報奨金制度 として導入され,ほ とん どの産業に急速にひろが りをみせていった。 他方,
電産型賃金体系のもとで 「生活保障給」 としての性格を もっていた基本給の 「職務給化」=職
務給導入の動 きは,GHQ労 働諮問団の勧告(前 述)を 「起点」 とする職務給 の紹介 ・調査 ・
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研究にはじまり・別子鉱業(1947年),官公庁(1948年),[-IE子製紙(1949年),三菱電機(1950
年)等 々というように,1948年から50年にかけてすすめ られた。A化 学企業で 「職能給制度」
の名のもとに職務給制度が導入されたのは,ま さにこの頃(1950年4月)のことであった。
電産型賃金体系を切 り崩そ うとする以上のような動きは,
「① 経営権の確立,② 非組合員の範囲の明確化,職 場秩序,職 場規律の保持,③ 職階制の
制定,賃 金形態の整備 ・合理化,④ 能率賃金の原則の確立,⑤ 職務分析・人事考課制度の整
備,⑥ 標準作業量の制定」'
を うち出 した 日経連r新 労務管理確立に関する決議』(1949年)の具体化の動きをは じめとして,
戦後初期の 「権利宣言」型の労働協約を強引に破棄し無協約状態をつ くり出 した うえで 「アメ
リカ型」の労働協約(今 日の労働協約の原型)の 強要,「職場秩序の確立」 とい う名のもとで
の 「職場防衛運動」に よる組合活動家の排除,労 働組合による経営権への規制 ・介入を可能に
していた戦後型経営協議会の,交 渉委員会,生 産委員会,苦 情処理委員会への三分化,CCS
講座(1949年)・TWI(1949年),MTP(1950年),JST(1951年)などのアメリカ式の
管理 ・監督者訓練方式の導入等々,枚 挙にいとまがないほど,「近代化」「民主化」 「科学化」
の名のもとに労働者統括を強化 しようとするあいつ ぐさまざまな人事 ・労務管理の再編成の動
きとかたく結びあってすすめられたことは指摘す るまでもない。
こうした過程で,「年齢」を中心 とする 「戦後型の年功賃金」 は,能 率給部分の拡大 と職務
給の導入とによってしだいに切 り崩され,「 勤続中心の年功賃金」 への変容の過程をた どりは
じめた。
2.職務給の導入 ・促進とその弱点の顕在化
わが国企業への職務給の導入 は,後 にみられ るような鯉山できわめて困難であ り,「日本的
修正」をうけざるを得なか った。職務給の 「日本的修正」 として重視されたのが,定 期昇給制
度であった。
定期昇給制度は,も ちろんその頃はじめて導入されたわけではないが,1954年の春闘のお り
に,電 産,私 鉄 日通に中央労働委員会の調停をつ うじて導入されたのを契機 として,労 働組
合 の賃上げ要求にたいする対案=す りかえとして導入され,広 く民間産業の賃金闘争の妥結に
あたってかな りの部分が定期昇給にきりかえられ ることとなった。またそれとともに,毎 年の
自動昇給の基準が,当 該企業の在職年数である勤続 とは異質である年齢から勤続年数にきりか
えられた。その後,1957年の肩経連 『現下の賃金政策 と賃金問題』を転機に 「職務給へのかけ
橋」 として定期昇給制度が使用者によって重視 され,定 期昇給 とその他の昇給 との区別,勤 続
年数に もとつ く自動昇給 と考課昇給とへの定期昇給の区別,職 務中心の昇給額の設定,昇 給に
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あたっての人事考課の採用等を内容に,定 期昇給制度の 「合理化 と近代化」(日経連 『当面の
日本経済と賃金問題』1958年)がはかられ,職 務給の 「Ll本的修正」,それと結びあって 「年
功賃金の職務給化」がすすめられ ることとなった。
「日本的運用」 とい う方向で職務給の導入が大企業を中心に本格的に行われた のは,1950年
代後半以降の 「生産性向上運動」 の展開過程,と りわけ1962年鉄鋼大手三社での職務給の導
入以降のことであった。
ちなみに付言すれば,「生産性向上運動」は,第 二次大戦後,ア メリカの世界戦略の一環
として行われた大規模な 「合理化」であった。 すなわち,ア メリカ政府の指導のもとにイギ
リスで1946年に英米生産性協議会が設置されたことを皮切 りとして,1949年には トルコ,
デンマークに,1950年にはオース トリヤ,西 ドイツ,オ ランダ,ト リエステ,フ ランスに,
1951年にはベルギー,イ タリヤ,ス イ己とい うように西 ヨーロッパの各国に生産性本部が設
置され(日 本生産性本部 『生産性向.ヒニュース』1号1955年4月),わ が国では,ア メリ
カからの1億200万円の ・「援助資金」,財界からの1億 円,日 本政府からの4000万円の補助
金に よって,1955年に日本生産性本部が設置され,「創立以来昭和36年度に至る7年 間に」
「640万ドル(約230億円)に 達」するアメリカからの 「援助」(日 本生産性本部 『生産性向
上運動10年の歩み』267頁)や,日本生産性本部設置後間 もな くアメリカへ派遣 された鉄鋼
チームは 「米当局特別の好意」で 「税関は無検査で通過」(『生産性向上 二=一一ス』5号)と
い うアメリカ政府の手厚いと りあつかいを うけるなど,日 米両政府 ・財界一体となって 「生
産性向上運動」がすすめられた。こうした 「生産性向上運動」の一環として,民 主的労働組
合活動家の孤立化,一 般の労働者への企業主義的意識の注入等のため 「生産性研修」・が精力
的に各企業で行われ,そ れをテコに企業主義的インフォーマル ・グループの育成,労 働組合
の企業主義化の促進がはか られたことは,す でに明白にされ ている事実である。 後述のよう
にA化 学企業への 「新賃金制度」 とい う名の職能給 ・職能資格制度の導入の前後の時期に同
様な 「生産性研修」が行われたことは,注 目されなけれぽならない。
ところで,1950年代後半以降の時期に本格的に職務給化がすすめ られた理由の第一は,大 企
業を中心として急速なテンポで展開された技術革新にともな う生産過程の変化によって,作 業
内容の変化,旧 来の熟練労働の解体 と熟練の平準化とがすすめられ,そ の職場に権利意識 と現
実主義的傾向との強い大量の新規学卒若年労働者が進出 したことな ど,勤 続年数と技能度 との
相関性が少 くな りは じめた ことである。その第二は,折 からの 「高度成長」過程での若年労働
者,と りわけ新規中卒労働者をめ ぐる需給関係の逼迫にともな う新規中 ↓高卒の初任給の大幅
な上昇 ・(男子中卒の初任給は1956年を100とす ると,56～60年は145,60～65は201),それ
を呼び水 とす る一般的賃金水準の上昇傾向があらわれ,そ のうえ雇用の長期化による年齢別労
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働 力構造の中ぶ くれ化の進行にともなって人件費総額の増大傾向が顕著にな り,i[1来の ままで
の年功賃金を維持することが容易ではな くなって きたことである。
しか しながら,一挙に職務給を導入することは不可能であった。なぜ なれば,第 一には,わ
が国の賃金水準があま りに も低いため,賃 金が職務に応 じて固定 し,い わゆ る賃金の頭 うちが
生ずると,現 在の低賃金水準ではたちまち生活困難をもた らすこと,第 二には,技 術革新の展
開 とともに年功序列的な技能 ・熟練の秩序が変化 しつつあるとはいえ,年 功は社会的にも企業
内でもまだ相当な比重を もち労働者の意識の深部に根強 く残 っていること,第 三には,わ が国
の職場では,近 代化 された職場での・一.・部分の職務を除 くと,職 務が人間とは無関係に客観的に
標準化 ・固定化 されることがかな り困難であった こと,第 四には,わ が国大企業の労働市場が
閉鎖的で勤続の長期化の傾向が強 く,企 業内労働市場の円滑にして弾力的な維持 ・運営上,職
務の固定化は使用者に とっては必ず しも効率的ではないこと等である。.
以上のような困難があったため,定 期昇給制度を職務給的に運用するとい う方法が行われた。
すなわち,職 務を きわめて大雑把に設定 し,そ れぞれ の職務における個人の能率発揮等を定期
昇給の際に査定し,考 課昇給 によって個人毎の賃金決定を行 うとい う方法であった。
当時導入された職務給に?い てみると,た とえば,勤 続年数に対応す る 「基本給」(基準内
賃金の50%),集団能率給の性格の 「業績給」(同一ヒの25%),それぞれ の職務等級 ごとに初級 ・
標準 ・上級の三賃率が設定されている 「職務給」(同上の25%)の三本建の 「併存型職務給」
とい う旧八1幡製鉄の1962年導入当初の職務給の事例(労 働法令協会編r職 務給 ・職能給制度の
実際 ・上』1964年第三章)に み られる 「併存型」 と,東 京電力に1955年に導入 された職務
給(労 働法令協会 『前掲書』第二章)に みられるように,職 務に対応する 「職務基本給」 毎の
細分化された 「号俸」 にひとりひとりの労働者を格付し,勤 続に よる 「号俸」の上昇とい う自
動昇給 と,上 級の 「職務基本給」への考課昇給 とによって基本給を決定するというしくみをも
って,基 本給全体を職務給化 した 「混合型」 とに大別され る。
「併存型」 の場合には,基 本給部分に年功賃金的性格が強 くあらわれているし,「混合型」で
は職務給そのものがかな り大きな年功的な昇給幅を もってお り,そ のいずれを とってみて も,
「年功賃金の職務給的手直 し」 あるいは 「職務給の年功賃金的修正」 とい うものであった。
以上の ような職務給 のもとでは,基 本給に年功的性格が温存 されているとはいえ,そ れぞれ
の等級の職務定員が企業の組織原理によって限られ ている以上,能 力と意欲 とがあ',ても,努
力 しても,上位 ポス トが空かない限 り上級の職務への昇進がで きず,そ れゆえ賃金は上らない
とい う 「職務と能力の不均衡問題」 「頭打ち問題」が避け られない し,限 られたポス トをめぐ
るはげ しい競争を労働者間にひきおこすこと等のため,職 務給にたい して不満をもつ労働者は
きわめて多かった。た とえば,総 評加盟六単産 て炭労,国 鉄,全逓 ・合化 ・私鉄,全 国金属)の
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調査では,年 功制の表現である定期昇給制を支持する者の割合は各組合において八割から九割
と圧倒的であ り,「若 くても一人前の仕事を していれば年齢に関係なく同 じ賃金をとるのが当
り前だ」を支持す る割合は各組合とも一割以下(総 評調査研究所 『賃金意識調査報告』1959年)
とい うことが明らかにされている。
職務給にたいす る労働者の不満には,勤 続年数はひと りひ とりの日々の努力の積み重ねの確
かな表現であり,年 齢 ・勤続にともな う賃金上昇は当然 とい う労働者の平等意識に支えられ,
きわめて高いものがあった。 こうした職務給にたいする労働者の不満は,労 働意欲の低下,ひ
いては労使関係の不安定化を もたらす ことは必至である。 このことは,職 務給化に乗 り出した
当初いち早 く出版 された 日経連r職 務給 の研究』(1955年)で
「いわゆる頭打ちの問題は職務給に対す る最も強い労働者の反対点といわれ る。…… とくに
職務給の賃金中に占めるウェイ トが大 となる場合は この種労働者の感情は無視 し得ないとい
わねばな らない」(21頁)
「実践的には主要な注意 として充分に配慮すべきことは,……いかに摩擦を極小にして円滑
に職務給を適応 させてゆ くかとい う弾力的な,漸 進的な配慮の必要性であ り」(25頁)
と記されていることからもうかがい知ることができる。A化学企業においても1950年代後半以
降同社の職務給化の矛盾が露呈することとなった。
こうしたことに対応するため,職 務給の実際的運用にあたっては,使 用者は,き わめて著 し
く能率の低い労働者および民主的労働組合活動家にたいするみせ しめ としての昇給差別と特に
優れた労働者にたいす る抜擢的昇給 とは別 として,一 般的には年功性的な性格の運用を図らざ
るを得なかった。 このことは,職 務給の 「日本的修正」 とその年功性的運用にとってさけがた
い矛盾 ・弱点であ り,そ れを克服 しようとして,「能力主義管理」 の名のもとに次にみ られる
ような職能給 ・職能資格制度の導入がはか られることとなった。
3.職能給 ・職能資格制度の導入 ・展開
職能給'職 能資格制度が,1965年日経連定期総会での 「少数精鋭主義をめざす人事管理宣言」
をうけて設置された 日経連能力主義管理研究会の2年 にわたる検討の結果まとめられた 「能力
主義管理」の具体化として提唱 されたのは,1968年10月のことであった(その後1969年2月に
『能力主義管理一その理論 と実際一』 として公刊 以下r日 経連能力主義管理』と略記)。それ
までは,職 務分析 ・職務評価が技術的に困難で職務給に移行できない条件(中 小企業な ど)の
もとでの職務給への 「移行のための過渡的形態」 として職能給を二義的に位置づけ,大 企業を
中心に職務給化を促進 してきた日経連は,こ こにおいて,職 務給から職能給 ・職能資格制度へ
の人事 ・賃金制度の転換を提唱するに至った。
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以上の転換は,1960年代の急テンポでの技術革新 と労働の変化,そ れにともな う職務と要員
との絶えざる変更や,既 存の職務の廃止 ・統合 ・拡大,さ らには所与の職務を超えた大規模な
配置転換,異 職務への日常的な応援などに職務給制度が対応 しきれな くなってきたことや,さ
きに指摘 しておいたような,職 務給のr日 本的修正」が必然化する矛盾が露呈 ・拡大 しつつあ
ったことなどの過程で、た とえば,68年を調査時点 とする日経連rわ が国労務管理の現勢一策
3回労務管理諸制度調査一』(1971年)によれば,能 力的資格制度を採用 している企業が62年
調査時点よりも15%上昇 し調査対象の45.1%にも達 していると報告 されているように,ま た
1966～67年にかけて鉄鋼大手各社にあいついで職能給 ・職能資格制度が導入 された ことにみ
られるように,そ れぞれの企業ですすめ られてきた。
『日経連能力主義管理』 による職能給 ・職能資格制度の提唱は,職 能給 ・職能資格制度への
転換に拍車をかけるものであ り,そ の後のわが国の人事 ・賃金制度にとってきわめて重要な意
義をもつものであった といえ よう。露呈 してきた職務給の矛盾への対応に迫 られていたA化 学
企業では,管 理職研修,「生産性研修」等による労働者への企業意識の注入,活 動家の不当配転,
労働組合の企業主義化の促進等を通 じての条件整備がはか られつつ,人 事部に 「新賃金制度検
討チーム」が組織 され,「新賃金制度(能 力資格制度)」が労働組合に提案されたのは,ほ ぼこ
の頃の1968年11月のことであ り,70年1月から実施され るに至った。
す でに明らかにしておいたように,『日経連能力主義管理』によって 「能力主義管理」の 「考
え方」がその姿を整え,職 務給化にかわって,企 業 目的の達成のために貢献する 「職務遂行能
力」(=「職能」)を基準とする職能給 ・職能資格制度が実践され ることとな ったのであるが,そ
の過程で,一 般に 「楠 田方式」 と呼ばれている,職 能給 ・職能資格制度のマニアルが,楠 田丘
『職能資格制度』(1975年)を通じて明示 され,そ れが,職 能給 ・職能資格制度の普及に一役買
うこととなった。さらに,1973年の 「第一次石油ショック」を契機 とする 「高度成長」 の崩壊,
それにつづ く日本経済の深刻な構造的危機のもとで進行す る高年齢化=「 低成長と高齢化との
同時的進行」の対応策のひとつ として,1977年の労働省賃金制度研究会報告書r定 年延長とこ
れか らの賃金制度』によって,定 年延長の実現のために年功賃金の抑制 と同時に併存型職能給
の導入が提言され,職 能給 ・職能資格制度は労働省の推奨を も得なが ら民間大企業を中心に普
及していったのであった。
しか しながら,職 能給 ・職能資格制度を軸 とする 「能力主義管理」は,そ の後順調に展開さ
れていったわけではなかった。後に詳述されているように,こ の時期に導入 された制度には,
職能資格基準が抽象的な内容にとどまっていること,職 能資格には本来あってはならない定員
が人件費抑制のため設け られていること,職 能評価二人事考課に制度上 ・運用上多 くの欠陥が
内在 していた こと,職能を基準 とす る処遇が,昇 給 ・昇格 ・昇進 という狭い領域に限定されて
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いたこと等 々のさまざまな矛盾 ・弱点があった。
そればか りではない,1980年代にはいって,内 外の企業間競争の激化,サ ービス経済化 とM
E技術革新 との急速な展開,本 業の 「成熟」と新規事業分野への進出,経 営の多角化や分社 ・
子会社化などによる企業組織の再編,女 性化 ・高学歴化 ・高年齢化などの労働市場構造の変化,
雇用形態の多様化,労 働者の価値観の多様化などの,こ れまでにない新 しい状況に対応 しうる
よう 「能力主義管理」を再編成す ることが,使 用者にとって不可欠とな ってきた。
こうしたなかで,日 経連によって,1980年のr新 職能資格制度一設計 と運用一』(以下r日
経連新職能資格制度』と略記)や1984年の 『ME化の進展と企業の対応』,1989年の 『新人事
考課制度の設計と活用』(以下 『日経連新人事考課制度』と略記)等 をつ うじて,「職能資格を
軸に,配 置,異 動,昇 給,考課,能 力開発,賃 金,処 遇を進める総合人事管理システム」=「 ト
ータル人事管理システム」の構築 と,「新 システム運用に必要な人事情報を適時的に把握 し,提
供する手段である人事考課制度の整備」等が提言 されたのであった。いいかえるな らば,ひ と
・りひとりの労働者の採用から退職に至るまでの全雇用期間を通 じての全領域にわたって,職 能
資格を軸 とする 「能力主義的個別管理」の一層の強化が,職 能給 ・職能資格制度の再編成をつ
うじてはかられたのであった。 このように して,職能給 ・職能資格制度は新しい展開をみ,「能
力主義管理の第二段階」をむかえるに至った。A化 学企業でも,「21世紀に輝ける人材を 目指
して」をスローガンに 「職能資格制度の改訂」が1991年12月に提案され,1994年4月から 「新
職能資格制度への移行」が実施されたのであった。
それでは,職 能給 ・職能資欄 」‖度は,ど のような内容 ・特徴を もち,そ の矛盾や弱点はどの
ようなものか,そ してまた労働者 ・労働組合にどのようなことを もたらしたか,こ うしたこと
についてつぎに若干検討することにしよう。
3.職能給 ・職能資格格制度の特徴と問題点
L職 能給 ・職能資格制度の管理技術的特徴
『日経連能力主義管理』(20～21頁,69～72頁な ど)に よれば,「能力主義管理」 は,① 学
歴 ・年齢 ・勤続年数あるいは性などにより入社年次別に一括管理す るのではなく,個 別従業員
一人ひと りの特性に応 じた管理に重点をお く 「個別管理」 と,② それを補完するZD運 動,Q
Cサ ークル活動な ど 「小集団単位による経営 目標達成への全従業員の自主的 ・積極的参加体制
を推進 しようとす る小集団主義の活用」=「小集団活動」 とから構成 されている。 なかで も,
「ぬるま湯的な適当に働 く主義」=「画一的平等主義」からの脱皮を追求す るものとして 「個別
管理」がとりわけ重視 され,そ れを具体化Lた ものが,職 能給 ・職能資格制[隻に外な らない。
一 職能給 ・職能資格制度と人事考課 一 11
そのしくみ と管理技術的特徴について,こ こでの分析上必要な範囲に限定 してつぎにみておく
ことにする。
まず第一に,作 業職,事 務 ・技術職,販 売職 とい うように職掌を区分 し,さ らに既存の業務
をた とえば,「一般職能」に職能資格等級1級"v3級を,「中間指導職能」に4級 ～6級 を,「管
理 ・専門職能」に7級 ～9級 を とい うように,「一般職能」「中間指導職能」 「管理 ・専門職能」
と大きく分類 し,仕 事の遂行上必要とされる資格要件としての職務遂行能力にもとついてい く
つかの 「職能資格等級」をそれぞれの 「職能」 毎に設定 した・うえで,そ れぞれの職能資格等級
毎に賃率=職 能給を設定す る。
第二に,基 本給 として,一 つの職能資格等級に単一賃率の単一職能給 もしくは比較的幅の広
い複数賃率の範囲職能給を基本給の一部とする併存型か,年 齢 ・勤続年数などをも勘案 して運
営され る幅の広い範囲職能給を基本給の全体とす る混合型かのいずれかが採用され るが,い ず
れにしろ 「年功給部分の縮小 という基本的方向は追求 されなければならない」(『日経連能力主
義管理』479頁)とされている。
第三に,新 規学卒採用者の初任の職能資格等級を設定 しておいた うえで,職 務遂行能力にも
とついてひとりひ とりの労働者をそれぞれ職能資格等級に格付け し,その賃金を決定する。昇
給は,一 定の職能資格等級内での 「習熟昇給」 と,職 能資格等級の上がることによる 「昇格昇
給」 とによって行われる。 この ように して決定され'る賃金が,一 時金,退 職金等の決定 とも結
合され る。
第四に,主 任→係長→課長…→ という役職職位が上が ること(昇 進)と,1級 一>2級→3級
…→ とい う職能資格等級が上がること(昇 格)と を区別 したうえで,昇 進 よりも昇格が重視 さ
れている。昇格は,職 務遂行能力についての人事考課等によって決定されるが,そ の場合,上
位の職能資格等級に求め られる 「能力」・条件をもっているから昇格させるとい う 「入学方式」
ではな く,現在の等級の 「能力」・条件を満た し終わったから昇格 させるとい う「卒業方式」が
原則 とされている。
第五に,「それ(職 務遂行能カー引用者)に もとつ く採用 ・配置 ・教育訓練 ・異動 ・昇進 ・
賃金処遇 ・その他の人事労務管理への移行」(r日経連能力主義管理』17頁)と強調されている
ように,昇 給 ・昇格 ・昇進はもちろんのこと人事 ・賃金制度の全般にわた って,職 務遂行能力
が重視 されている。
以上の概観か らも明かなように,職 能給 ・職能資格制度は,そ れぞれが密接に関連 している,
職務遂行能力,職 能資格等級,人 事考課(試 験を含む)の 三つを管理技術上の柱(=職 能給 ・
職能資格制度の三本柱)と し,「年功制のもとでの画一的平等主義から脱皮」=「能力による真
の平等主義への移行」(r日経連能力主義管理』'71～72頁)をたえまえ とするものであると解さ
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れる。 ここで 「たてまえとす る」 とい う表現を用いたのは,職 能給 ・職能資格制度は,そ れに
内在す る欠陥のゆえに,「たてまえ」 とは裏腹に,つ ぎにみ られるような矛盾 ・弱点を露呈 し,
一般的には年功性的に運用されたか らである。以下 「職能給 ・職能資格制度の三本柱」 にあ し
がか りを求めて,職 能給 ・職能資格制度の制度上ならびに運用上の問題点について考えてみる
ことにしよう。
2.職 務遂行能力について
職能給 ・職能資格制度は,ひ と りひと りの労働者の職務遂行能力の発見 ・開発 ・発揮 ・評価 ・
処遇にかかわる人事 ・賃金制度であり,したがって職能給 ・職能資格制度にとっては,職 務遂
行能力が根幹的な意味をもっている。
それでは,職 務遂行能力とは何か。r日経連能力主義管理』は,
「能力とは企業における構成員として,企業 目的のために貢献す る職務遂行能力であり,業
績 として顕現されなけれぽならない。能力は職務に対応 して要求される個別的なものである
が一般には体力 ・適性 ・知識 ・経験 ・意欲の要素から成 り立つ」(55頁)。「以上のすべてに
す ぐれているとしても,も し従業員に仕事に対する意欲,や る気がなければそれ らの能力構
成要素はあってなきに等 しい」(58頁)
と,職 務遂行能力を 「業績 として顕現」 され,「企業 目的のために貢献する」 もの と規定して
いる。 このような規定は,そ の後の 『日経連新職能資格制度』にひきついで公刊された 『日経
連新人事考課制度』におけ る,
「職能資格制度でいう職能 とは,あ くまでも職務遂行能力のことであ り,職 務 と直接関係
のない能力は除外され る。……企業が経営上必要とする 『仕事』の遂行過程で発揮す ること
を期待 し,要 求する能力」(23頁)
とい う規定にみ られるように,一 貫 して踏襲 されている。
以上の規定は,一 見明確なようにみえるが,職 務遂行能力を 「企業目的に貢献す る能力」 と
してきわめて抽象的に規定 したにす ぎず,何 をもって 「貢献」 とみなすかは,き わめて暖昧 と
いわ ざるを得ない。『日経連能力主義管理』が,「能力は,客 観的な可視的な存在形態をとるも
のではな く,本来概念的な存在であ り,思考の産物である」(343頁)と認めているように,能力
を職務遂行能力に限定す るとしても,輪 郭はきわめて不明確で,そ の抽象性 ・曖昧性はぬぐえ
ない。ましてや,「将来期待され る能力」にいた っては,そ の極にあるといって も過言ではない。
か りに 「業績として結果」 する 「顕在能力」に限定するとしても,「過労死」 に至 るような残
業 ・高密度 ・不規則労働でなければ達成できないほどの高い質量の仕事を引 き受けや りきる能
力にまで 「能力概念」 の拡張がはかられないとい う保障はない。 また先に引用 しておいたよう
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に,「やる気」がなければ,能 力は 「あってなきに等 しい」と 「やる気」・意欲にまで 「能力概
念」が拡張されている。
職務遂行能力についての以上のような抽象性 ・包括性 ・暖昧性は,そ れぞれの職能資格等級
毎に 「職能資格等級基準」を設定す ることによって客観化 ・具体化されて克服されなければな
らない。さもなければ,「能力平等主義」の実現は不可能であるばか りではなく,職能給 ・職能
資格制度そのものが根底か らな りたたなくなるといっても過言ではなかろ う。
3.職 能資格等級とその基準について
すでに指摘 しておいたように,職 能給 ・職能資格制度は,そ の管理技術的性格上,職 能資格
等級の設定,そ れぞれの職能資格等級毎の基準の客観化 ・明確化を不可欠な要諦 としている。
各職能資格等級が期待 し要求する職務遂行能力が客観的に規定 され 明示されていなければ,
各人どのように職務遂行能力を高めかつ実現すればよいかきわめて不安であ り,人事考課の恣
意性はよ り一層高いものにならざるを得ない。
このように,職 能資格基準の客観化 ・明確化は,職 能給 ・職能資格制度に とって不可欠であ
るにもかかわらず,導 入当初の職能給 ・職能資格制度では,職 能資格基準の客観化,「職能資
格基準」 の作成による明確化は,ほ とんど行われていなかった。r日経連能力主義管理』 によ
って当時の先進的な事例として挙げられているものが第1表 であるが,こ の表にみられるよう
に,各 資格等級にどのような能 力が必要なのかは きわめて抽象的であ り,職 能資格等級区分は
「能力」 の名のもとに形式的に区分けして処遇するための便宜的なものにす ぎなか った。A化
学企業で1970年1月から94年3月末まで実施 されていた 「新賃金制度(能 力資格制度)」とい
う名の職能給 ・職能資格制度についても,後 述のことから明らかな ように,以 上のことか ら例
外ではなかった。
職能資格基準が以上のように 抽象的かつ大雄把であると,人 事考課は,『n経 連能力主義管
理』(316頁)で,
「資格が能力段階という,ば くたる基準を とる以上,少 しで も少な目に昇進定負数をきめ,
その予定人員に誰を選考するか とい う手順をふむことが,能 力主義管理をとる上で必要なこ
とである」
とされているように,対 人比較の相対考課 となる。相対考課への依存は,人 件費節減圧力に よ
るきび しい定員制の もとでは,い ちだんと強まらざるを得ないが,職 能資格基準の不明確なま
までの相対考課による昇給 ・昇格差別は,労 働者の自己意識 としては勤続 とともに自分の能力
は高まっているし,ま た自分も精一杯努力 しているとの自覚 ・自負がある以上,労 働者の不満
の根源 とならざるを得ない。
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不満を回避 しモラールの維持 ・向上をはかろ うとすれば,不 満が労働組合運動として組織化
されない よう労働組合の企業主義化を一層促進させるとともに,い きおい年功性的に運用され
ざるを得な くなる。職能資格基準が客観的かつ具体的に明確化されていない職場ほど,顕 著に
職務遂行能力の劣るごく僅かな労働者や民主的な組合活動家,あ るいは職務遂行能力の著 しく
第1表 職業資格区 分(1967年10月F製鉄)
職能区分
理 事
副 理 事
参 事
副参 事
主 事
主 担 当
一般社員
1級
一般社員
2級
一般社員
3級
要 件.
部長または部長に準ずる職務を遂行するに必要な程度の能力,経験を有すると認められ
る者
副長または副長に準ずる職務を遂行するに必要な程度の能力,経験を有すると認められ
る者
課長もしくは課長補佐またはこれらに準ずる職務を遂行するに必要な程度の能力,経験
を有すると認められる者。掛長また掛長に準ずる職務を遂行するに必要な程度の能力,
経験を有すると認められる者
3分類職務または作業長の職務もしくは作業長に準ずる職務を遂行するに必要な程度の
能力,経験を有すると認められる者
2分類職務または工長の職務もしくは工長に準ずる職務を遂行するに必要な程度の能力,
経験を有すると認められる者
1分類職務または士長以上を除く職務(以下 「一般の職務」という)を優秀に遂行するに
必要な程度の能力,経験を有すると認められる者'
1分類職務または一般の職務を標準的に遂行するに必要な程度の能力,経験を有すると
認められる者
1分類職務または一般の職務を標準的に遂行するには能力,経験が充分でないと認めら
れる者
注)表 中3分類ないし1分類とは職能給上の職務分類であって,その定義は次の通り。
1分 類 1眠 もしくは上締 ・三 厄勺に蒜 され熾 務蝿 力法ま燕 嘔1元 めら糠 難
い ・従・て通常の知識および柑 の蹴 ・基づく騨 な洲 を伴う定型的な鵬
2分 類
3分 類
掛長もしくは上級者から一一'般的に,屯しくはやや具体的に指示された業務処理方法,ま
たは定められた規定基準に従って単独でまたは下級者を指導しながら,やや程度の高い
基準知識もしくは専門的(部門内)知識またはかなり長い実務経験に基づき判断し,企
画しまたは折衝することを必要とする職'務
掛長から指示された・般 的な業務処理の方針または要点に従・.て単独で,また下級者を
指導もしくは統括しながら,高度かつ広範な基礎知識もしくは専門的知識または多年に
わたる実務経験に基づき判断し,企画しまたは折衝することを必要とする複雑かつ困難
な職務
出所)日 経連能 力主 義管理研 究会 『能力主義 管理一 その理論 と実践』 日経連 弘報部,]969年,
335-336頁o
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優れているごく少数の労働者を除いて,一.・般的には年功性的に運用 される傾向が強か った。そ
うしたところに,職 能給 ・職能資格制度の形骸化 と行詰 りとのいったんをかいまみることがで
きる。それは,年 功性的運用によらざるを得ないとい う,職 能給 ・職能資格制度そのものに内
在する矛盾 ・弱点に起因するものといえよう。
その後・『日経連新能力資格制度』 によって,「できるだけ具体的な職6旨資格基準を設定する
こと」(169頁)が主張され,た とえば,日 本生産性本部賃金管理士会が1986年に会員企業160
社を対象 として行った調査によれば,職 務調査を行 って職能要件書(職 能資格基準)を 作成 し
た企業は,回 答数全社の43.1%,5000人以上規模では59.1%に達 していること(第2表 参
照),『賃金実務』 誌の1991年調査によれば,職 能資格基準の明確化にっいては,1000人以上
規模の企業で,「明確になってお り評価 ・育成の基準としても機能」 しているが62社のうちの
40・3%に達 していること等(第3表 参照)か らも省察 されるように,職能資格基準の明確化の
動きがあ らわれは じめてきた。
第2表 職務調査の実施と職能要件の作成 (単位:%)
計499人
(139社)以 下
500～1,000人5,000人
999人4,999人 以`上
1.職務 調査 を行 って職能 要件書 を作成 し
た43 .1
2.職能要 件書 は作成 してい るが,と くに
職務調 査 は行わ なか った28.8
3.職能要{'1'吉は 作成 してい ない24 .5
4.無 匝|答3.6
31.0
31.0
34.5
0.o
48.3
27.6
17.2
6.9
40、7
27.1
28.8
3.4
59.1
31.8
4.5
4.5
11{所)「賃 金 実 務 」No.554,198611E
第3表 職能資格基準の明確性 (会社数,括弧内は%)
明確 にな って お り,抽 象的 であ り,評価 ・ 基 準 の明確 化の
産業 ・規模 合計 評 価 ・育成 のジ1ξ準 育成 の基 準 と して も た め,改定 中(改 その 他 無 回答
と しても機 能 十分 機能 しな い 定予 定)
調 査 計d畠)
1}000人以 上62
300～999人40
299人以 下45
製 造 業.74
非 製 造 業73
57
(38.8)
25
15
17
28
29
48
(32.7)
20
15
13
25
23
36
(24.5)
14
9
13
18
18
4
(2.7)
2
1
1
2
2
2
(1.4)
1
0
1
i
1
H三)19911丁三言周…査1G
出所)「 賃 金 実 務」No.665,1991年。
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しか しなが ら,職能資格基準を大雑把ではなく精緻に具体化 ・客観化す るには,職 掌を細分
化 しなければならないが,職 掌区分が細かす ぎると,企 業内労働市場の弾力的運用の阻害要因
になるとい う新 しい矛盾が発生す る。 また,職 能資格基準が明示 されることによって相対考課
か ら絶対考課への移行が可能になるに しても,あ とでみ られるように,人 件費削減要請の強い
もとでは新 しい問題に直面することとなる。
4.人 事考課の主観性 ・非科学性
職能給 と職能資格制度にとって不可欠のい まひ とつの根幹は,人 事考課(試 験を含む)で あ
る。
アメリカでは,昇 進 ・昇給か らレイオフに至るまで先任権の原則により勤続年数とい うまぎ
れ もない客観的基準で決定 され,サ ッチャー政権による労働組合運動にたいするあいつ ぐきび
ト
しい規制政策と結びあ って 「労働市場の弾力化」(FlexibilizationofLabourMarket)の一
環として 「賃金の個別化」がすすめ られつつあるイギ リスで も,人 事考課を導入している企業
は,イ ギ リス人事管理協会の調査によれば,1977年にはわずか2%に すぎず,そ の後増加 して
きた とはいえ24%にすぎない(Philip.Long;PerformanceAppraisalRevisited,Institute
ofPersonnelManagement,1986)。この24%とい う「数字はたぶん誇張 されている」とさえい
われているほどである。 そればか りではない。 イギ リスの調i査機関IncomesDataStudies
の調査によれば,人 事考課項 目が客観性の高い項 目に限定 される傾向があること,人 事考課の
公開性,人 事考課面接の実施(考 課者 と被考課者との対等の),考課結果にたいする意義申し
立ての保障 とそれ による考課 結果 の修正等(lncomesDataStudies;AppraisingManual
Workers'Performance,IDSStudy,No.442,Sep.1989),人事考課の公平性 ・公正性 ・民主
性 ・納得性が維持 されていることが明らかにされている。 また,4社 のうち1社 を除く在英 日
本企業でもイギ リス企業の人事考課とおおよそ同様な状況がみ られることが,サ セヅクス大学
との共 同で行われたわれわれ の事例調査によって明らかにされている(木 元進一郎稿 人事考
課 ・査定の日英比較 『経営論集』41巻3・4号)。われわれの調査は,調 査対象が4社 にすぎな
いため,こ れをもって一般化す ることは危険であるが,日 本的な方式が国際的に通用するよう
イギ リス化されているのが実態である。以上の点について詳述する余裕はないが,海 外先進諸
国の人事考課については,ほ ぼ以上のように考えて もさしつかえなかろう。
海外先進諸国における人事考課と対比 して,い ち じるしく異常 といっても過言ではないのが,
職能給 ・職能資格制度のもとでのわが国のつぎにみられるような人事考課であ り,後述のA化
学企業での人事考課である。
わが国の人事考課は,保 有能力水準をみる 「能力考課」,発揮された能力をみ る 「業績考課」
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と・規継 レ 積極性 漬 任感孚をみる 情 意考課」 とい う三つの考課要素力・らな りたっている。
ここでの 「能力考課」は知識 ・技能 ・体力などの 「基本的修得能力」 と,判 断力 ・企画力 ・折
衝力 ・管理力な どの 「精神的習熟能力」 とを,「情意考課」は,「規律性,協 調性,積 極性,責
任性」として表現された 「発揮能力」を,「業績考課」は,「仕事 の質」「仕事の量」 として具体
化された 「発揮能力」を対象としている。これ らのうち,客 観的 ・具体的に達成 された 「仕事
の量」 「仕事の質」 にたいする 「業績考課」や 「能力考課」は,職 能資格等級基準が具体化 ・
客観化されれぽ され るほど,そ の考課の客観性がか りにある程度高まるとしても,判 断力 ・企
画力 ・折衝力 ・管理力や 「将来期待され る能力」 の不可視性等,「能力考課」のなかに曖昧性
が多分に含まれているし,ま たきわめて抽象的で考課者の主観に左右されがちな規律性 ・協調
性 ・積極性 ・責任感が 「情意考課」の対象とされ,先 にも指摘 しておいた ように 「意欲」まで
もが重視されるなど,属 人的要素を重視する人物全体のイメージ考課になる傾向が きわめて強
いo
ちなみに・労働省政策調査部 『雇用管理調査』(1988年)によれば,1988年1月現在では,
管理職を除 くといずれの職種で も 「執務評定」=情 意考課の実施率が 一番 高 く,客 観性 ・公
平性を比較的維持しやすい業績考課はいちにの職種(技 術職と一般作業者)を 除 くと一番そ
の実施率は低いことが示されている(第4表 参照)。
その うえ,そ れぞれ の考課項 目毎に,そ れぞれの職能資格等級に要求される職務遂行能力に
「達 している」(C段階)'「」回 る」(B段階),腓 常に上回る」(A段階),r下回る」(D段階),
「非常に下回る」(E段階)と い うような段階尺度が設けられ ると,「出来る」 「出来ない」 とい
う段階尺度による評価の明確性 ・客観性に比 して,た とえぽ 「達 している」 と 「上回る」 との
区別,「上回る」 と 「非常に一卜回る」 との区別を,な にを根拠に判定す るかは,絶対考課方式
第4表 職種別にみた実施状況(企業規模計) (単位%)
人事考課の評定方法(実施企業=100.複数回答)
職 種 業務能力
定 業績評定 執務評定 そ の 他
管 理 職 ?2.5 59.2 55.2 6.4
事 務 職 55.4 51.7 68.3 6.4
技 術 職 55.9 56.0 61.4 6.4
現 業 職 57.1 55.8 69.3 8.0
生 産 作 業 者 58.5 52.4 69.5 8.2
監 督 者 58.1 50.4 63.0 6.6
一 般 作 業 者 45.1 4(L2 69.5 8.0
j振売 ・運輸 ・通 信 ・保
安 ・サ ー ビス等従 事者 50.5 55.2 65.4 6.4
出所:労働省政策調査部 「雇用管理調査」(ig88年1月1日)
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を とるとしても,客 観性を維持す ることは容易ではない。『日経連能力主義管理』 自身す らが,
「いずれにしても人間が人間を評価す るのであるから,ど うしても主観的な判断がつ きま
とうことは避けられない」(345頁)。
「神様ではないんですか らね,評 価に完全な客観性 とか,科 学性 とい うのはいつの時代で
も,ど この国でも期せられない」(542頁)
と自虐的に述べざるを得ないのが人事考課の宿命であるといえよう(=人 事考課の主観性 ・非
科学性)。しかも,項 目ごとに評価 されたA～E段 階への配点にあたっても不明瞭性がつ きま
とっている。
その当然の結果として,た とえば,電 機,化 学,繊 維,サ ービス,食 品な どの業種を対象と
し,1972年3月を調査時点 として行われた 日本産業訓練協会の労働者意識調査によれば,「他
にもっと適当な人がいるのに,そ の人をさしおいて別の人が昇進 したといった ような,首 をか
しげたくなるような人事があ りますか」とい う問いにたいして 「ほとん どない」 と答えた者は
26・2%にす ぎず,ま た,「能力主義がすすんでくると,そ れ まで会社のために永年つ くした人
が,重 要なポス トか ら外された り,昇進できなかった りとい うことが起 りますが,こ れについ
てあなたはどう患いますか」という問いにたい して積極的に肯定する者はわずか13.0%にす
ぎないこと(日 本産業訓練協会 『わが国勤労者の悩みと心情一昭和47年勤労者意識調査中間報
告一』1972年206,210頁)が示されているように,昇 給 ・昇進の不公平性 ・差別性にたい して
不平 ・不満が形成 されざるを得ない。 また,い ち早 く職能給 ・職能資格制度が とりいれ られた
鉄鋼の職場で,査 定の基準の明確化を望む者が,新 口鉄で67.0%,住友金属で60.0%,日本
鋼管で66,2%,川崎製鉄で66.1%,神戸製鋼で64.2%といずれ も60%を上回っているように
(鉄鋼労連 ・労調協r大 手製鉄所の労働者と労働組合一鉄鋼労連組織調査報告書』1977年7頁)・
人事考課の客観性 ・納得性にたいする要望は,切 実なものとな らざるを得ない。
こうしたことを反映して,人 事 ・賃金制度全般にわたる 「トータルシステム化」 にあたって,
「考課基準にもとつく絶対考課」,「人事考課の公開化」,「考課者訓練の重視 ・強化」等が急務
であると提言され るに至 っている(日 経連 『新人事考課制度』1989年)。しかしながら,「被考
課者の意見が反映されていない」,「ブラックスボ ック化」されている,「上から下への一方通行
的考課」 が使用者の自由裁量 のままに行われ(=人 事考課の密室性 ・非民主性),被 考課者と
の面接は 「能力開発の日劇 の設定を重点とし(獅 表参照),な んら考課結果のフ・一 ドバ
。クも修正もされないままに多年にわたって累積され(コ 人事考課の累積性)・その累積 され
た考課結果が一時金や退職金は もとよりのこと 「トータルシステム化」 された人事 ・賃金制度
の広範囲にわたって,か つひ とりひとりの労働者のその企業での職業生涯の全期間にわた って
適用されているといっても過言ではないのが現状である。
一 ・職能給 ・職能資格制度と人事考課 一 19
第5表 人事考 課 のフ ィー ドバ ック ・考課面 接の 有縣
(単位%)
計 499人 500～ 1,000人 5,000人
〈139社) 以下 999人 4,999人 以 上
1.R標 面接 及 び育成面 接を 行 って,考 課 26.9 33.5 30.3 28.4 23.1
結果 を フ ィー ド・ミックす る とともに,能
力開発の目標を明らかにしている
2.面 接等を 行 い能 力開 発に役立 て るが, 31.9 23.5 27.3 31.3 50.0
考課 結果 自体を本 人に7ィ ー ドバ ックす
'
るこ とは ない
3・ 面接 等を行 うこ とは ないが,考 課 結果 5.0 5.9 3.0 6.0 3.8
については本人に分かるようにしている
4.本 人 か らの申請が あれ ぽ フィー ドパ ッ 8.1 20.6 12.1 3.0 0.0
クす る
5.考 課結 果につ い ては フ ィー ドバ ックを 21.3 14.7 24.2 25.4 15.4
してい ない
航 そ の 他 6.3 &8 3.0 6.0 7.7
7.無lhl答 0.6 2.9 0.0 0.0 0.0
出所=日 本 生産性 本 部賃金管理 士 会 「賃金 処遇制 度に 関す るア ンケ ー ト調 香」(1986年2月)
注:日 経連 「能 力主義 管理 に関す る企業 の実 態調 査結果」(調査時 点1967ヰ8月)1こよれ ば,「考
課のた め の面 接」 を 「実 施 していな い」が81.6%,考課結果 の フ ィーー ドバ ックにつ いて 「全
部知 らせ る」 が1.9%である(日 経連 『能力主 義管理 』1965年,583頁)。
ちなみに,欧 米の 「実力主義」は 「短年度実力主義」 「再チャレンジのできる実力主義」で
あるのにたい して,わ が国企業の 「能力主義」 は 「過去をひきつる能力主義」 「や りなお しの
できない能力主義」 といえるのも,わ が国の人事考課が,人 物にたいするイメージ考課 として
の性格が強く,それが累積 されてゆ くことと無関係ではないように考え られ る、
ところで,こ の数年来,た とえば 『平成5年 版労働経済の分析』(r労働 自害』1993年)での
「今後,評 価基準の明示や評価結果のフィー ドバ ックとそれにたいする意見反映が行われ
るなど,企業 と従業員相互の理解が得られ る人事考課基準の確立が求め られている』
とい う発言や,『 日本的雇用制度の現状 と展望』 と題する労働省日本的雇用制度研究会の中間
報告(1995年3月)での
「評価基準,評 価方法,評 価の期間のそれぞれについて納得性や公平度の高い ものとす る
ことが必要である」
とい う提言等にもみ られるように人事考課 の 「見直し」が強調され,「能力の個別把握 ・育成
を進める動き」 「能力評価の客観性 ・公平性を高める動き」 がみられはじめているのは,労 働
組合の企業主義化等の進展にともなって,賃 金体系そのものに関する労使間の紛争が 「消滅」
してはいるものの,そ れ とは逆に労働委員会や裁判所への賃金差別救済の申 し立て ・提訴が増
大 しつつあることを反映している。 か りに,人 事考課が制度的に 「見直 し」 「手直 し」 された
20 ・一 経 営 論 集 一
としても,そ の運用が使用者の恣意性のままに行われる限 りは,人 事考課の不明朗性が必然化
する労働者の不満を回避す るためには,職 場における労働者の権利を主張す る者や,露 骨に
「やる気」 のない者にたいす るみせしめ的な処遇 と,年 功性的な運用 とを組合せるしか方法が
いぜんとしてないことは,お のずから明らかであろ う。
5.若 干 の 補 足
「職能給 ・職能資格制度の三本柱」 に焦点をあわせつ つ,職 能給 ・職能資格制度の特徴 ・矛
盾 ・弱点について検討 し,そ の矛盾 ・弱点を糊塗す るためには,特 定の一一部の者 にたいするみ
せ しめとしての差別 と大多数にたいする年功性的運用 とが不可避であることを明らかにして き
たのであるが,職 能給 ・職能資格制度の実相に深 く泊まるためには,以 上のほかにも,注 目さ
れ補足されなければならない若干の問題がある。 これ らのうち,二 ・三の問題についてつぎに
指摘 してお くこととす る。
Aそ の1
その一つめは,人 件費節減圧力と職能給 ・職能資格制度の理念 との相克にかかわる問題であ
る。
職能給 ・職能資格制度の理念としては,「従業員の職務遂行能力を発見 し,十ご分に開発 し,
かつ発揮する機会 と場所 と環境を与え,ま たそれ に応 じて処遇す ること」(r日経連能力主義管
理』18頁)というようなことが,し ば しば力説 されている。その理念か らすれば,職 務遂行能
力の伸長 ・発揮にもとついて,昇 給 ・昇進をは じめ とする処遇全般が行われ るのは,当 然の理
である。 「能力があれば人数制限なく昇格 ・昇給させる」 とい うのが,職 能給 ・職能資格制度
にとっての不可侵の大原則であ り,それは実施されなければならない。そ うでなければ,職 能
給 ・職能資格制度の理念は文字通 り羊頭狗肉,絵 空事 と化 して しまう。
しか しながら,は げしい企業間競争の もとで,人 件費節減をおしすすめてゆくことを至上命
令とされている使用者に とっては,昇 給 ・昇格を人件費原資内に収まるようにす ることは必至
である。そのため,対 人比較の相対考課で,所 与の人件費原資および定員の枠内に,昇 給 ・昇
格を割 りふることになる。 また,人 事考課の納得性に配慮 して職能資格等級基準にもとつ く絶
対考課がと りいれられている場合でも,
「絶対考課結果が全体高いほ うにシフ トしていた場 合,昇 給 も賞与の支給 も原資内に収ま
らない。……このため,原 資内に収まるよ う人事考課結果の全社調整を行 う必要が出て くる。
全社調整の方法にはいろいろあるが,一 般には,第 一次考課の結果を尊重 しつつ,同 一職能
資格内で考課結果の相対考課を行い,調 整をはかることになる」(r日経連新人事考課制度』
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39頁)
のが実情である。r賃金実務』 誌の1986年調査によれば,絶 対考課結果の調整の うえ処遇 して
いる企業が企業規模計で73.9%,50⑪0人以.Eでは81.8%と圧倒的多数に及んでいることから
も,以.ヒのことは明らか である(第6表 参照)。
以上のような,人件費節減圧力と職能給 ・職能資格制度の理念との相克のもとで,r全体 との
バ ランス」を大義名分として,職 能給 ・職能資格制度の理念が文字通 りのたてまえに過ぎない
ことを露呈 していると言わ ざるを得ない。
ちなみに付言すれば,人 事考課は,た とえば,第 一線監督者に よる第一次考課→ その上司の
管理 ・監督者による課内での相対比較にもとつく第二次考課→課長全員の合同による一次調整
→部長 レベルでの二次調整→人事部長による三次調整=考 課結果の最終決定 とい うような順序
で行われている(A化 学企業の事例)。このように多段階での調整がはかられても,
「母集団が大 きくな ったわけ℃ その中で相対考課を行 うことそのものは変わらない。 し
たがって相対考課が抱える問題は相変わらず解消されなかった」(『日経連新人事考課制度』
10頁)
ばか りではな く,恣 意性 ・主観性の介入が拡大され,「全体とのバランスで調整」 の名のもと
に職務遂行能力にかかわ りな く,組合活動家や,相 対的に人件費も高 く役職職位不足の中高年
齢者に重点的に しわよせ されていることは指摘されなければな らない。
Bそ の2
その二つめは,職 能給 ・職能資格制度の年功的運用にかかわる問題である。
本稿の最初の部分で,「『年功』 を軸とする 『戦後 日本の賃金の原型』」 として電産型賃金体
第6表 絶対考課の結果と処遇の対応関係 (単位:%)
計499人500～1,000人5,000人
(160社)以 下999人4,999人 以 上
1.考 課結 果を そ のま ま処遇 に反 映 させ て
いる
2.絶 対考 課を 行 うが,処 遇 には全体 との
バ ラ ンスで調'整を した上 で反 映 させ てい
る
3.考 課 結 果を処 遇に反 映 させ る こ とはな
い
4.そ の 他
5.無 回 答
21,733.3
73.966.6
1.10.0
2.20.0
1.10.0
11.1
77.8
0.0
5.6
5,6
23.19.1
74.4
0.0
2.6
0.0
81.8
9,1
0.O
o.o
IH所)『 賃 金 実 務 』No.554,1986年。
22 一 経 営 論 集 一
系を規定 した。それは,電 産型賃金体系が,年 齢と家族数 とい う誰の目にもごまか しようのな
い客観的基準にもとつく賃金決定方式によって,使 用者の一方的 ・恣意的な賃金決定を打破 し
たこと,そ の後,「年功」 の 「年」が 「年齢」から 「勤続年数」 に移行した とはいえ,「勤続年
数」 とい う 「年功」=ま ぎれ もない客観的基準にもとついて賃金を決定するとい う年功性が,
戦後 日本の賃金制度にその後 も一貫 して貫かれていることか らである。 賃金制度についての使
用者のあいつ ぐ 「合理化」 にもかかわ らず,な にゆえ年功性が維持 されてきたのであろ うか と
い う疑問が起 って くる。 この点について,さ しあた りつぎの二点が指摘 されなければならない。
その第一点は,日 本の初任給が低賃金であるということである。
「初任給の高騰とその調整(在 職若年層への傾斜配分)」に よる 「賃金 の年齢間格差の縮小の
動き」がみられるといわれている(日 経連r賃 金交渉の手引』1995年版76頁)この数年を とっ
てみても,初任給は依然 として 「単身者賃金」であることには変わ りはない(第7～8表 参照)。
このような 「単身者賃金」 とい う低賃金のまま固定化されるのでは,生 活の維持は困難であ り,
年齢 ・勤続年数の経過 とともに,賃 金は上昇されなければならない。 さもなければ,労 働力の
再生産 も,労 働力の支出=労 働 も不可能とならざるを得ない。低水準の初任給が存続する限 り
は,「年齢 ・勤続にともなう所得向上という枠組み」 を無視し,賃 金の年功性を打破 しつ くし
てしまうことは容易ではない。 このように,年 功性と低水準の初任給とは不可分の関係にある
といえる。 毎年の春闘のさい初任給の据え置きが使用者によってたえずはか られているという
第7表 年齢別所定内給与の推移(全産業)
全産業 (単位:千 円)
1988年 1989年 1990年 1991年 1992年1993年
間17歳
18～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～
年 齢 計
107.8
126.0
149.5
186.3
227.4
257.0
281.3
291.9
287.4
261.7
220、5
198.6
232.9
114.2 119.8 126.4 ユ34.3 136.1
130.7 138.5 147.7 154.1 158.0
155.2 163.4 173.2 181.0 185.1
193.2 203.6 213.4 223.0 226.9
235.6 246.8 258.3 268.0 274.0
266.1 280.2 291.4 301.9 308.3
292.2 305.8 318.2 327.6 331.7
306.0 321.8 338.0 347.8 354.4
298.9 315.8 333.5 343.7 355.4
272.2 284.7 302.5 312.3 323.5
224.8 233.5 243.5 250.1 258.1
6 205.9 213.2 222.8 228.0 230.1
242.7 254.7 267.1 275.2 282.0
資料:ノフ{動省 「賃金構造基本統言卜調査」
注:1)所定内給与額とは月間きまって支給する現金給与額のうち,超過労働給与額(時間外
勤務給,深夜勤務給,休 日出勤給,交替勤務給,宿 日直給の額)以外のものである
2)全産業は民営・公営計の数値,
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第8表 年齢間賃金格差指数の推移
400
350
指300
数250
200
150
一1983年
一一一一1988111
-一一1992・年
一一一]993Sl三
(20～24歳==100)
100
;・10[;:碧li[‖ 藷
資料:労働省 「賃金構造基本統計調査」
注:大卒男子標準労働者,産業計,企業規模計
事実は,年 功性を温存 しようとい う本音のあらわれであると解されてもいたLか たない。また,
各人の努力 ・意欲にたいして公平に処遇すべ きであるとい う意識 とともに,年 功性的な賃金上
昇自体が努力に報いる当然なあ り方であるとい う意識が,労 働者意識に強 くあることも,明 白
なところであ り,賃金制度の年功性的運用圧力となっていることは否めない。
その第二の点は,わ が国大企業の労働者の採用方式が,新 規学卒若年者の定期採用方式であ
り,企業内閉鎖的に熟練 ・技能形成が行われていることである。
周知のように,わ が国の大企業では,正 規の職業経験のない新規学卒の若年者が,職 種を特
定 されないままに,正 規労働者=「 社員」 として学歴別 ・性別に採用され,ジ ョップローテー
ショソやOJT等 の企業独自の企業内教育訓練によって,技 能 ・熟練が連続的に伸長す るとい
う企業内閉鎖的にして年功的キャリア形成が行われている。技術革新 の広範かつ急速な展開に
ともなって勤続と技能 ・熟練との乖離が進行 しながらも,ZDチ ームやQCサ ークルな どの小
集団活動,再 教育 ・訓練や 自己啓発等をつ うじて,技 術革新が要求する技能 ・熟練形成がそれ
ぞれの企業ではか られている。みるべき社会的な熟練 ・技能形成が行われていないわが国の現
状では,企 業内教育訓練の比重は大きく,熟 練 ・技能と勤続 との間に高い相関性が依然として
存在す るのは当然である。r日本の人事管理,企 業内教育訓練のや り方からすれば,年 功賃金
による賃金の上昇と労働能力の伸長による生産性の上昇とは だいたい一致 している」(日本生
産性本部 『新たな雇用慣行の確立をめざして』1980年9頁)のであって,以 上のような採用方
式や技能 ・熟練形成等に大きな変化がない限 りは,熟 練 ・技能の低い(あ るいは皆無の)新 規
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学卒採用者の低初任給 ・低初任資格から,勤 続による技能 ・熟練形成にともな って,年 功性的
に昇給 ・昇格せざるを得ない。
その第三の点は,年 功性的処遇にたいす る労働者の意識を使用者として全 く無視 してしまう
ことができないとい うことである。なぜならば,勤 続年数は,ひ とりひ とりの労働者の毎日の
努力の積み重ねの,だ れ もが否定す ることのできない確かな表現であ り,年齢 ・勤続年数にと
もなう賃金上昇は当然であ り,そ れが 「平等」であるという労働者の意識はきわめて強 く,こ
うしたことに逆らうことは労働者の不平 ・不満ひいては反抗をひきおこさずにはおかないから
である。
以上の三点のほかに,「会社に反抗すればはず され る」「会社の発展 ・勤続の経過 とともに昇
給す る」 とい う企業主義的意識をつ うじて労使関係を安定化させるためにも,ま た労働組合の
賃上げ機能をいわば代行 し労働組合の排除 ・職場への浸透阻止のためにも,賃 金制度の年功性
的運用が不可避iであるとい うことが,職 能給 ・職能資格制度のもとでも年功性的運用が維持さ
れているゆえんである。
Cそ の3
注目されなければならない補足の三つ 目は,労 働者 ・労働組合運動への影響である。
一般には年功性的に運用 され ているとしても,採 用か ら退職にいたる職場での全期問 ・全領
域にわたってひとりひとりの労働者の処遇を 職務遂行能力の査定にもとついて行うことをたて
まえとす る職能給 ・職能資格制度のもとでは,「勤務成績抜群 ・職務遂行能力の著 しい伸長」
と査定 された者や企業主義的組合幹部にたいす る優遇,「 著 しく勤務成績 ・職務遂行能力の劣
る」 と査定 された者や民主的組合活動家にたいするみせ しめ としての差別処遇を目の当た りに
すると,「自分だけが」 という淡い期待感と,「もし自分が」 とい うぎ りぎりの不安感 ・恐怖 と
の葛藤にひ とりひ とりの労働者が追いこまれ ざるを得ないことは,火 を見るよ りも明らかであ
る。5年 毎に行われ る労働省r労 働者健康状況調査』の1992年調i査によれば,仕 事や職業生活
に関す ることが,「強い不安や悩み,苦 労,ス トレスにな っている」 と感 じている労働者が,
調査対象の57.3%と過半数に達 していることが報告されている。
淡い期待 と強い不安との以.ヒのような相克にさいなまれながらも,企 業毎に分断された閉鎖
的な労働市場で 「逃げ場」 もな く企業に くみこまれ,職 場では,第 一次考課権をもつ第一線監
督者を頂点 とする職場の作業集団やZDチ ーム ・QCサ ークルなどの小集団活動,さ らに第二
労務課に脱落 してしまったとさえ言われている企業主義的労働組合組織などによって幾重にも
とり囲まれたひとりひと りの労働者は,あ たか も 「鉄瓶の中の湯のように沸騰」 したはげしい
「生き残 り競争」にか りたえられ,「会社社会」における 「個人の役割」を 「自覚」 したうえで,
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ひたすら 「能力開発」 「能力発揮」に黙 々として努めざるを得ない し,不 当な配転 ・異動 ・出
向をも 「受容」 せ ざるを得ない といっても過言ではない。 もしそ うでなければ,「やる気」の
ない者として排除 ・除外され,定 年退職 まで職場で 「生 き残る」 ことはもちろんのこと,職 場
での日々を無事平穏に送ることす らが困難にな って くるからである。その結果,
「まだ寝てる,帰 ってみれば,も う寝てる」
「月曜日,早 くこいこい,金 曜 日」
とい う 「サラリーマン川柳」に.はしなくもそのいったんが よみこまれているように,長 時間 ・
高密度 ・不規則労働による健康破壊,さ らには家庭破壊や合計特殊出生率の低下等,も っとも
基本的な生産力 ともい うべき労働力の破壊という深刻な状況さえもが進行 しつつある といえよ
う。
しか しながら,他 面では、職能給 ・職能資格制度の推進機関のひとつである口本生産性本部
の 『生産性新聞』(1981年6月17日)の「主張欄」で、
「なんでおれがこんな不遇な地位に,と いう不満が生 じ」 「若手の部下か らすれば,こ の上
司がいるから,わ れわれのポス トが閉 じられているのだ,と い う不満が蓄積 され」 「上司の
立場でいえば,後 継者を育成すれば自分の地位があや うい,能 力主義人事考課ということで
おさえておけば 自分の地位は安泰になるが,そ れでは部下たちがお もしろいはずがない」
と述べられ,さ らに1981年5月20日の同新聞の 「主張欄」 では,
「従業員の心は深部で企業から離れ始めている」
と指摘されているような状況が進行 している。
過労死や家庭生活の破壊にもつなが りかねないほど,「生 き残 り」をかけての職務遂行能力の
伸長 ・発揮にか りたてられながらも,他 面では,職 能給 ・職能資格制度のもとでの不安 ・不満
が蓄積されるなど,職場は 「矛盾の堆1筒」 と化 しつつある。 ス トレスを訴えざるを得ないまで
に追い込んでいる企業と,ひ とりひ とりの労働者の悩み ・不安 ・不満を積極的に解決 しようと
しない労働組合 とにたいする 「企業 ・組合離れ」が加速化 ・深刻化 されても,あ るいは蓄積 さ
れた不満が組織化 され労働組合運動が新しい展開を とげるようになっても,な んら不思議では
ないような状況が,深 部で形成 されつつあるといえよう。それだけに,労 働組合組織をつ うじ
てのひと りひとりの労働者の不安 ・不満の希釈化 ・おさえこみや職場の企業主義的掌握を促進
しようとして,企 業主義的組合幹部の育成 ・強化,労 働組合 の一層の企業主義化がすすめ られ
つつあることは指摘するまで もない。
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4・ 人事 ・賃 金制 度 につ い て
一 「職能資格給新賃金制度」(1970年1月実施)を 中心 として－
L「 職能給制度」から 「新賃金制度(能 力資格制度)」へ
A化学企業で,職 能給 ・職能資格制度が 「新賃金制度(能 力資格制度)」とい う名称で導入
されたのは,1970年1刀のことであ り,同制度は1994年4月からの 「改訂職能資格制度」の実
施に至る間の,同 社の人事 ・賃金制度の根幹であった。
それ以前は,rA化学企業70年史』(1988年発行,以 下 『A化学企業社史』 と略記)の 記す
ところによると,「きわめて生活給的要素の濃い」賃金をあらためて,
「全職務をその内容の質によ り1級職から9級職 までに格付け し,各 職務 ごとにその職務
に携わる人の能力を査定 して,1～38号の号給を設定 し,号給表に照 らして各人の職能給を
算出する」(28頁)
というように,「賃金の一部に職務の内容によって定める職能給の要素を加味した職能給賃 金
制度」が,1950年4月か ら行われていた。
会社は,こ の制度を,た とえば,「昭和25年に制定 された職能給制度を軸とし……」(『A化
学企業社史』261頁),「現職能給制度を廃止 し新たに……」(A化学企業 『新賃金制度について』
1970年1月・1頁,以下 『A化学企業新賃金制度について』と略記)と いうように,「職能給制
度」 と呼称 しているが,職 務が賃金決定の重要要素をな してお り,各人の賃金が,た とえば,
1級職は38～33号給,2級 職は38～28号給,3級 職は38～21号給…… とい うようにそれぞれ
の職級毎に設定 された号鈴の範囲内で査定によって決定され るな ど(A化 学企業 『職能給支給
規定』),その実態は,本 稿2-2で すでにみておいた 「日本的修正」を うけた職務給制度であ
ると解 される。
ところで,「欧米型賃金体系の取 り入れた先駆的な賃金制度」(『A化学企業社史』118頁)と
会社が記 しているこの賃金制度は,「職務によって職級が決まるためその職務が変 らな い限 り
昇給昇進には…定の限界があった」(『A化学企業社史』261頁)と会社自身が認めざるを得ない
制度上の弱点を もっていた。制度上の弱点は,以 上につ きるものではな く,そ の後の 「新規事
業への進出」,「設備の×型化 ・自動化」,「技術革新に対応した高学歴の技術者および研究者の
採用」,「工業高校卒以上の採用」 な ど(『A化学企業社史』261頁),技術革新の展開や労働力
の高学歴化の進行,さ らには在籍労働力の中高年齢化の進行等のもとで,① 若年高学歴労働力
の需給関係の逼迫を反映 して上昇する若年層の賃金水準(世 間相場の)へ の対応上の困難の増
大,② 技術革新にともな う職場の変化,作 業の多様化や配置転換等による,現 実に従事 してい
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る作業と賃金制庭上の職務との乖離,③ 制度上の職務数 とい う制限による下級の職務への釘付
け=「 頭打ち」等による中高年齢者層にとりわけ多くみ られる昇給停止等,1950年代後半以降,
いちだん とその制度上 の矛盾 ・弱点が露呈す るところとなった。 こうしたことは,た とえば,
A化学企業労働組合の機関紙rTSLUニ ュース』423号(1961年8月20日)で,
「職能給制度が昭和25年に制定されて以来r… …格付が現状に合わない』 という声が多く」
「この方法(現 在の職務評価方法一引用者)で は,評 価者の主観や力関係で左右され る危
険なしとしない」 ・
「企業拡大に伴 う職場の変化,職務のウェイ トの向上 とい った面からの再評価の必要が考え
られる」,「新職場即職務の誕生あるいは配転による職務内容の変更による再評価があとを断
たない」
「配置転換で上位の職務につ きながらr容 易に級を上げてくれない』 といった種類の不満」
「『同 じ仕事を しながら,級 の区分がある』 という不満」
等が記されていることからも明らかである。
以上のような矛盾 ・弱点の顕在化 ・拡大に ともなって,若 年高学歴労働力の確保 と定着 との
ためには世間並の賃金水準に照応するようななんらかの措置をとらざるを得ない し,技 術革新
に対応するためにはr職 務評価要領』を 「弾力的」 に運用せざるを得なくなることは想像に難
くない。また拡大 しつつある労働者の不平 ・不満に対処す るためには,場 合によっては年功性
的な昇級が行われ るなど,「職能給制度」 とい う名の職務給制度の形骸化と行詰 りの傾向は顕
著となってきた。
こ うしたことや 日経連による 「能力主義管理」の提唱な どを背景として,rA化学企業社史』
に 「制度の改善を求める声が強ま り」(261頁)と記 されざるを得ないほど高 まってきた,職 務
給制度にたいする労働者の不満,職 務給制度の矛盾 ・弱点の顕在化、制度の形骸化 ・行詰 り等
に対応 しようとして,先 にも(本稿2-3)み ておいたように,「一般管理者層を含む全従業員
を対象 とした生産性研修」をは じめ とす る多様な方法を動員 して 「全社の結束」がはか られる
とともに,「新賃金制度(能 力資格制度)」が1970年4月から導入されるに至った。 「全社の結
束」,いいかえると労働者 ・労働組合の一層 の企業主義化=「企業 との一体化」が,多 様な方法
ですすめ られつつあったにもかかわらず,1970年1月23目に行われた 「新賃金制度に関する全
員の賛否投票」で・ 賛成1100票にたい して反対が872票,投票総数の44.2%と半数近い反対
があったことは(A化 学企業労組 『40年一労働組合結成40周年記念 ・年表』1986年20頁),注
目されなければならない ように考えられる。
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2.A化 学企業の職能的資格制度の管理技術的特徴
1970年1月導入された制度は,会 社の文書についてみると,導 入当初は 「新賃金制度(能 力
資格制度)」とい う名称で,そ の後はrr職能資格給』 を軸とする新賃金制度」(A化 学企業社
史』261頁);「職能資格給新賃金制度」(rA化学企業社史』439頁),「職能資格制度」(A化 学
企業 『職能資格制度の改訂にあた って一21世紀に輝ける人材を目指 して』1992年)等の名称
で呼ばれているが,基 本的には,後 述のように職能給 ・職能資格制度であると解 され る。
r新賃金制度について』(1970年1月)と題する会社の文書によれば,こ の 「新賃金制度」は,
「従来の職能給を中心 とした賃金制度を改め,職 務中心(職能給)か ら能力中心に移行する
ことによって同一職務内においても能力に応 じて昇給昇進す ることを可能ならしめ,一 方勤
続による年功的要素も加味し,安 定的賃金を確立し各自の賃金の将来に対す る展望を与える
・ことを 目指 した賃金制度を持つ」(1頁)
ことを 日的としているとされている。
以上の目的をもつもの として導入 されたA化 学企業の 「新賃金制度」 は,『A化 学企業新賃
金制度について』(前出)を もとに整理 してみると,お およそつぎのような管理技術的 内容か
ら構成されている。
①職務遂行能力に応 じて,参 事,参 事補(後 に副参事と改称),主 事,主 事補(後 に副主
事 と改称),1級～4級 とい う八つの資格を設定 一ー一 以下では副参事,副 主事の名称で記す。
②参事～副主事にそれぞれ1～2号 を,1級 ～3級 にそれぞれ1～9号 を,4級 に1～18
号をとい うように,資 格毎に細区分された 号を,さ らに号毎にそれぞれ賃率=資 格給を設定
し,各人の職務遂行能力に応 じて格付けされた資格 ・号に対応す る資格給(=複 数賃率の範
囲職能給)と,「年齢 ・勤続に応 じた基本給」 とで 「本人給」を構成する(併 存型職能給),
③新規大卒採用者を3級3号,同 高卒男子は4級7号 とい うように,「世間水準,社 内均
衡,学 力,経 験等を勘案して」(『資格給支給規定』第3条)新 規学卒採用者を格付け したう
えで,大 卒男子については入社後5年 間,高 卒男子については8年 間の 「調整期間後」は,
資格給の昇給(「定期昇給」 と 「特別昇給」 とを含む)は,職 務遂行能力についての人事考
課等にもとついて行われる。
④ 資格には定員がなく,「副主事昇格審査制度」 の適用を受ける副主事への 「選抜昇格」
の場合を除いては,「資格給が上位資格の初号金額に達した時」 に,役 職職位とは無関係に
自動的に行われる。
以上の概観からもうかがえるように,A化 学企業の 「新賃金制度」は,職 務遂行能力lcもと
ついて資格の設定か ら,ひ とりひとりの労働者の資格への格付け,賃 金決定,昇 給 ・昇格等に
いたるまで行 うとするものであ り,資格の設定,職 務遂行能力等についての人事考課や副主事
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昇格審査制度がその根幹をなす人事:・賃金制度=職 能給 ・職能資格制度であると解され る。以
下,y資格」,人事考課,昇 格審査制度に焦点をあわせて,A化 学企業の職能給 ・職能資格制度
の制度上の問題点について検討することに しよう。
3・「資格」「資格給」について
rA化学企業新賃金制度について』 で,「従業員の職務遂行能力に応 じた資格を付与 し,そ の
資格を基準 として人事管理の適正な運営をはかる」(3頁)と 強調され,あ るいは 「新賃金制
度」の 「主な改正点」 として 「資格制度の新設」 がかかげられるなど,「資格」 ということが
新賃金制度の文字どお りの要 として位置づけ られ,重 視されている。
それでは,資 格とは何か,「新賃金制度」の適用をうけるA化 学企業の労働者が このことに
ついて知 り得る主要な手段としての会社側のめぼしい文 書は,『新賃金制度について』(『A化
学企業新賃金制度について』 と略記 してきた30頁の文書),「新賃金制度について一みなさんの
判断の材料 として一」 を特集した1969年9月24日付けの 『じん じ・ふ くし』 号外(A化 学企
業人事部発行)『協定書第51号・人事考課要領』(1970年2月9日)にもとつ くと思われる 『昭
和45年定期昇給 ・人事考課の手引』(人事部 ・発行年月 日不詳)等 であると思われ るが,「職務
遂行能力に応 じた資格」とい う表現にみられるように,資 格は 職 務遂行能力に応 じた」もの
であるとい うことや,前 述の 「資格段階及び資格給」 にかかわる表が示されているだけで,資
格についてなんら積極的な明確な規定がな されていないようである。
そればか りではない。 「資格給が決まってからそれに対応す る資格が自動的に与え られ る」
(『A化学企業新賃金制度』20頁),「その(資 格給の一引用者一)金 額に対応する資格ど}」とが
各人の資格」(『同上』)とい う表現もあれば,「資格に対応する 『資格給』」(前掲 『じん じ・ぼ、く
し』)という表現 もみられる。これでは,資 格に格付けされその資格に賃率が与えられ るのか,
それ とも資格給がまず決められそれに対応する資格が付与 されるのか,と い う疑問が起 ってく
る。 しか し,「資格給が上位資格の初号金額に達 した時に自動的に昇格」(『A化学企業新貨金
制度について』17頁,18頁)とされていることから,ど うも 「資格給に対応す る資格」である
らしい。「資格」 とい う名のもとに形式的に区分け して処遇するための便宜的な ものにす ぎな
いといって も過言ではないほど,「資格」 という概念は便宜的であり曖昧模糊と している。
ちなみに・「新賃金制度」への移行にあたっての在職者には,た とえば勤続13年以下の者
については,「現本人給+付 加金額 一新基本給」という算式で算出された資格給に対応す る
資格に,「新たに入社 した者」には,「世間水準,社 内均衡,学 力,経験等を勘案」 して属人
的 ・年功的 ・総合的に決定 された資格給に対応する資格に,新 規学卒採用者には,た とえば
大卒男子1万7750N,高卒男子9550円という初任の資格給(19704・1月現在)に 対応する
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資格にそれぞれ格付けするとい うことが行われた。
明確に規定 されているのは,そ れぞれの資格給の金額だけで,た とえば,4級 と3級,3級
と2級 とでは,ど のように異なった職務遂行能力が要求されるのかとい うように,そ れぞれ の
資格毎に要求される職務遂行能力についての内容や基準は,誰 の 目にもごまかすことのできな
いよう具体的 ・客観的に規定するまでには至らないとしても,大 雑把 ・包括的にす らなんら規
定されていない。「何を」「どの程度」達成し,職 務遂行能力を 「どの ように伸長」 すれば よい
かは,皆 目不明確であると言わざるを得ない。 「資格を基準として,人 事管理の適正な運営を
はか る」(『A化学企業新賃金制度について』3頁)と いかに 「美化」 しても,「基準」 となる
資格についての以上のような無規定性 ・暖昧性 ・便宜性は,つ ぎにみ られる人事考課や昇格審
査制度とあいまって,職 能資格制度の恣意的運用か,さ もなければ年功性的運用か,あ るいは
恣意的に して年功性的な運用を必然化せずにはおかない。
4.人事考課 ・昇格審査制度について
職能資格制度が 「人事管理の適正な運営をはかる」(『A化学企業新賃金制度について』3頁)
ことができるか否かは,人 事考課のあ りよういかんにかか っているといっても過言ではないほ
ど,人 事考課制度は職能資格制度の根幹をな している。この点については,会 社によっても,
「新賃金制度では人事考課 の結果が従前にも増 し,人 事管理全般にわたる重要な意義 を も
ってい ます。……昇給額の決定のみにとどまらず,そ れが直接昇進(資 格号の格付け)に つ
なが り,こ の昇進感か らくる勤労意欲の発揚に重大な影響を与えずにはおきません」(A化
学企業 『昭和45年定期昇給 ・人事考課の手引』発行年不詳7頁,以 下 『A化学企業手引』 と
略記)
と認識されてい る。
このような重要な意義 ・役割をもっている人事考課は,A化 学企業では,「第一次評定者」
である第一一線の管理 ・監督者=係 長が,そ れぞれの労働者の 「業務能力」 「執務態度」「業績」
について,「原則 として部 ・支店 ・営業所毎に資格別に相対比較法によって」,ABCDEの5
段階評価で 「総合的に評定」 し,それに 「資格別考課要素別ウェイ トを乗 じて第一次評定点を
出し」,さらに第二次評定,三 次にわたる調整を経て,最 終考課点を決定するという仕組みで
行われている(以 上,『A化学企業新賃金制度について』および 『A化学企業手引』 よD)。
概略以上のような仕組みから構成 ・運用されてい るA化学企業の人事考課制度で,さ しあた
って注目されるべきは,① どのような考課項 目についてどのような基準で行われ,ど のように
「第一次評定点」が算出されるか,② 考課点の最終決定はどのように行われ ているのか,③ 考
課者にたいする訓練は どうかということである。
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まず第一の考課項 目・基準についてであるが,④ 「知識技能」「理解力」「判断力」「企画力」
を 「観察項 目」 とする 「業務能力」,◎ 「積極性」「責任感」「協調性」「勤勉」か らなる 「執務
態度」,.◎「仕事の質」 「仕事の量」 からなる 「業績1を 考課項 目としてい る。 これ らの考課
項 目のうち,資 格のいかんにかかわらず用いられ るのは 「執務態度」 と 「業績」 とであ り,
「業務能力」については,4・3級資格では 「知識技能」「理解力」に限られ,2級資格では以上
のほかに 「判断力」が,1級 にはさらに 「企画力」「応用力」「統括力」が適用され るなど,各
資格によって考課項目は異なっている。以上のような考課項 目を対象 とする人事考課にとって
問題とされ るべ きは,つ ぎの2点 である。
そのひとつめには,考 課項 目お よび考課基準があってなきに等しいといっても過言ではない
ほど,きわめて抽象的であるとい うことである。
たとえば,「協調性」についてみると,「同僚,ヒ 司と歩鋼を合わせて人的調和の維持向上に
意を払っている度合」 と規定され,「職場の一員としての自覚」 「他人 とまさつを起したか」
r批判ばか りで共働の精神に欠けていないか」が,「理解力」についてみると,「指示や命令の
内容を迅速,適 確に把握する能力」 とされたうえで,「早 く 『のみこむ』か」「のみ こみが足ら
なか った り早合点 しないか」が 「着眼点」=考 課基準とされ(第9表 参照),A(よ い)=3点 ,
B(や や よい)=・2・5点,C(普通)==2・9点。D(や や努力を要す る)=1.5点,E(努 力
を要する)=1.0点の五段階に評点 される。 すでに本稿の3-4で 検討しておいた ことか らも
明らかな ように,以 上の考課項目の内容 ・基準はきわめて抽象的であ り漠然 としていて,ど の
程度であれば 「よい」 のか等についても,そ してまた,た とえば 「やや良い」と 「普通」 とは
どのような度合で判別されるのかについても,き わめて暖昧である。
したがって,た とえば,4～3級 資格者の 「業務能力」の評価にあたって 「知識技能」 「理
解力」 の二つの 「観察項目」を勘案 して3点 とするのか2.5点とす るのかは,容 易ではない し,
「観察項 目」 がふえるに従ってその困難性は拡大せざるを得ないし,ど うしても考課者の主観
的判断に左右 されやす くなる。主観的判断とい うことで付言するならば,有 給休暇の取得状況,
・蝶 団活動への参加度合,「サービス与唱{・残業」状況 企業主義日毎労働組合幹部への協 力度
(対立候補の推薦 ・支持あるいは自らの立候補など)等 までに,考 課者の主観によって 「執務
態度」の考課が拡大されないという保障はどこにもない。
その二つめは,考 課者の主観にされやすい以上のような 「執務態度」情意考課等に高いウェ
イ トがおかれていることである。
各考課項 日毎の前述の評価点を もとに各個人の 「第一次評定点」を算出するにあたって,そ
れぞれの資格毎 ・考課項 目毎にウェイ トを定め(第10表参照),各項 日毎の評価点にこのウェ
イ トを乗 じて得た点数を 「換算表」(第11表)に もとついて換算するという仕組みがとられて
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第9表 考 課 要 素 ・着 眼 点
要 1観 察 項 目 着 眼 占 適 用 部 分素 1一 4.3 2 1 副主
担当作業を遂行す 1.学 歴,勤 続 に と らわ れず に
るのに必要な知識 評定の事。
知 と技術的能力 2.理蠕命rl勺矢n識と と も にま主戦的
知識もみる事。
識 3.基礎知識技能のほか特定分
野の高度の知識技能も観察す O ○ ○ O
技 る。法定資格 も参考とする。
業 4.関連職務の知識技能の程度
能 、 も考 え る。
5.仕 事 の 「勘 」「コ ッ」の っ か
、
み方の程度はどうか。
務 , 「－A ・
理 指示や命令の内容 1、早 く 「の み こむ 」 か 。
解 を迅速,的確に把 2.の み こみが 足 らな か った り O O O ○
力 撮する能力 早合点 しないか。
能
物事の相互状況を 1.問題解決のための前向きの
判 把握 して時機を失 判断であるか。
力 断
することなく,的
確な結論を得 る能
2.単 な る 「割 り切 り方」 「あ き'
らめ」 の よさ で はな い 。
○ ○ ○
力 力 3.突発的な事態に際し,適切
な判断が下せるか。
一 」一
目的にかなった業 1.複雑 多岐化,並 列化するだ
務遂行手順を具体 けでまとめが不十分ではない
企 性,実 現1生を もっ か 。
画
て立案する能力 2.独 創 性 が あ るか 。
3.突 飛 で現 実 離 れ して い な い
○ ○
力 か 。
4.タ イ ミ ングの よい企 画 で あ
る こ と。
出所)A化 学企業 『昭和25年定期昇給人事考課の乎引』発行年月日不詳
3～5頁
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一一..}
一 一 　
原理原則を巧みに 1.独 創 性 が あ るか 。
応 こなし,知識経験 2.類似手法の形式的応用でな
技能を十分活用 し く,その仕事に最 も適する特
用
て独創的な手法で 色 ある実践的な ものである ○ ○
力 問題を展開し,解 か 。
業
決する能力 .
'
業務全体を適格に 1.作業推進の潤滑油,ま とめ
まとめ,事 態の進 役的能力ある実力者である
務
統 行,変 化に即応 し か 。
た措置を識 して, 2.他 か ち信 頼 さ れ て い る か。
丁香 ○円滑に作業を推進 3.白 ら中 心 とな り,関 係 者 を
力 する能力 動機づけ,組織づけているか。
能 4.対外折衝力を含む。
5.部分的指導監督力を含む。
力 成員相互の理解を 1.部 下 の 掌 握,仕事 の 割 当て,
深め,意図する方 チー ム ワ ー ク の と り方θ)うま
統 向に牽引する能力 さ。
2.部Fの意見創意を尊重育成
率 し,自発的な意欲を持たせた
か。
○
力 3.部下の能力,適性をのみ込
んで う ま く使 って い るか 。
4.自 ら率 先,垂範 してい るか 。
「} 　 ・ 一 一 一一
与えられた仕事を 1.自発的に仕事をする熱意を
執
積 理解遂行すると共 持ち,問題点へ挑戦したか。 客
務 に,向 上の意欲を 2.「で しゃ ば り」や 「おせ っか 資極 格
態 以て研究改善の努 い」 で はな い 。 共
度
性 力する度合 3.率先して入のいやがる困難 連
な問題に立ち向かったか。
一 一
一一一 一
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自己の役割を認識 1.命ぜ られた仕事を最後まで (
責 し,業務を完遂す やり遂げたか。 各
資
任 るために生じた困 2.自己の言動に対 し責任回避 格
執 感
難を克服する努力 又は転嫁 しなかったか。 共通
の度合 )
務 協 同僚,上 司と歩調 1.職場の一員 としての自覚 (
を合わせ人的調和 2.他 人 とま さつ を起 したか 。
調 〃
の維持向上に意を 3.批判ばかりで共働の精神に
態 性 払っている度合 欠けていないか。 )
度 公私を判別 し,規 1.特 に 目立 た な い が 「コツ コ
-… ・ 、-
勤 律を重んじ,監督 ツ」,やって い る。 (
の有無にかかわち
F
2.スタンドプレー売込型要嶺
ず,裏表のない誠 マ ンで は な い か 。
〃
勉 実な態度を示す度 3.諸規則に対する規律正 しい )
合 態度
仕事のできばえ 1、イL事(フ)糸苦果 や 過 董呈`こ誤 り`ま
な か っ た か 。
2。 誤 りを 予 防,発 見 した か 。
仕 ヰ3.関連作業に支障を来たすご 蓉
とは な か っ たか 。
業 事 4.粗雑な作業で事故や災害を
資
の 起 した事はないか。
格
5.」二夫改善により絶えず仕 事
・共
質 の質の向上にっとめ成果があ 通)
が っ て い る か 、,
6.知識判断力 と混 同せぬこ
績
と。
而「 一 一 一
仕事の出来ri又は 1.一 定 時 間 内 の 仕 事 の量,又
(仕
事
迅速性 は一単位の仕事に要した時間 各
資
2.早 く多く仕事をやり遂げた 格の 」仁
.1三》、 か。遅延や粗製濫 造で はな 蓮旦
か った か 。
)
一一 一.・ 一.
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第10表 考課要素別ウエイト
業務能力 執務態度 業 績
4級 2 5 3
3級 2 5 3
2級 2 4 4
1級 3 3 4
副主事 4 2 4
出所)A化 学企業 『人事 考課要領 に 関す る協定 寸』
1970年2刀9日,そ の後 庭 にわ た り改 正,
1988[年5沮20目の もの
第11表 換 算 表
原点 換 算 点 原 点,
.
換 算 点 「・
4級 3 2 1 副主事 4級 3 2 ]
一 一
副主事
30
、 、 、 、
30 19 19 19 19 19 19
20
.' 一
29 18 18 18 18 18 18
28
一 }
25一
ト27
28 17
、
17
一 「
17 ]7 17
27 25
'
27 16 、 16
、
16 16 16
26
一　
一23
26 26 15 15 ]5
一
25 ノ ' 25 25 14
」
47
]5 二15]:M-一 一1324一 一 一 24 24 24 24 13
23 ノ 23 23 23 23 12
一 一 　 P
12
22 22 22 22 22 22 /1
一 一-
U
21 2正 21 21 21 21 lo
1
ノ ノ ノ
-一
ノ 10
20 20 20 20 20 20
》 ・
出所)第10表 に同 じ
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いる。その さい,4～3級では 「業務能力」に2,「業績」 に3,「執務態度」に5,2級では 「業
務能力」に2,「業績」「執務態度」 にはともに4と ウェイ トがつけられているように,情 意考
課のウェイ トが大きくされている し,そ の うえ,「業務能力」 とい う不可視の抽象的な考課項
月を加えると,「第…次評定点」.の決定がいち じるしく恣意性の高いものとなる可能性を多分
にもっている。 比較的客観性があると考えられ る 「業績」 のウェイ トが4に すぎない1級 お よ
び副主事についても,以 上のことがいえよう。
第二に,考 課点の最終決定についてであるが,労 働組合 との 『協定書第51号人事考課要領』
(1970年2月9日)およびそれに もとつ く人事部 『A化学企業手引』 等によってその制度が公
開されている 「第一次評定」ですら,以 上のような問題をかかえてい るが,そ れ以上に問題が
多いのが,第 二次評定 と三次(資 格級以下の場合)に わたる 「調整」 である。 「第二次評定」
については,前 記のrA化 学企業手引』に,
「第二次評定は総合的相対比較によって行 う」,「第一次評定者の採点,そ の他を参考に し,
評定する。 この場合前評定者と著 しく観察の相違があるときは,充 分意見を交換 した うえで
評定する」
と記 されているにすぎない。 「参考」 にす る 「その他」 とは何かとい うことについてはなんら
明示 されていない。明示す ることができないから 「その他」 と表現されているといわれても'致
し方ない。 したがって,「その他を参考」 に とい うことで,人 物像にたいするイメージ考課に
まで考課項 目が無限に拡大 され,文 字通 りの恣意的考課が行われ ることとならざるを得ない。
以上の 「第二次評定」の結果得 られた 「評定点をもって調整原点」 として,そ れぞれの調整
段階毎に,「総合的な観点」か ら 「点数の総和の枠内で操作」(rA化学企業手引』2頁)さ れ る
のが,第 一次～第三次調整である。 「総合的観点」 「採点の不均衡を是正」 「点数の総和の枠内
で是正」と記されているだけで,調 整は文字通 リブラック・ボックス化されている。 調整がど
のように行われているかは,「企業秘密」,「守秘義務」 という厚くて高い壁に阻まれて知 る術
もないが,そ のことは同時に恣意的に調整が行われていることを間接的に物語っているものと
解される。なお調整については,本 稿の3-5で 検討 しておいたので,以 上にとどめておくが,
第一次評定→第二次評定→第一次～第三次調整 と人事考課段階の経過 とともに,恣 意性の介入
は拡大され,最 終的に決定 された考課点は,恣 意性のきわめて強い ものとなっている。
「思いきって」 とい う表現で何を意味 しようとしているかは定かではないが,「思い きって人
事考課に基 く昇給格差をつけねばな りません」 と 『A化学企業新賃金制度について』で,ま た
『A化学企業手引』 で 「思いきった人事考課の差によって能力主義をつらぬ く」 といみ じくも
強調されているように,職 場における労働者の権利を主張する者や 「やる気」 のない者にたい
するみせ しめ的差別,人 件費節減圧力と 「ポス ト不足」 とのもとでの中間高齢者の排除など,
一 職能給 ・職能資格制度と人事考課 一一 37
強引なまでに恣意性の貫徹がはかられていると言っても過言ではないように考えられ る。
第三には,考 課者の資質と訓練についてであるが,
「訓練されない考課者の恣意による判定は,全 くあてにならない。 このような価値判断に
よって,か けがえのない人生の大部分が管理 され,運 用され ることは,た まらないみじめさ
である。正に,現 代経営における 『真昼の暗黒』である」(藤田忠著 『人事考課 と労務管理』
1971年6版15頁)
とつ担 と指摘されているところである。
:このように,考 課老のあ りようは,被 考課者の職場での職業生涯に決定的な影響をおよぼす
ばか りではな く,人事 ・賃金制度の成否を も左右するな ど,労 使にとってきわめて重要な意義
をもっている。 しか しながら,あ らゆる意味で正 しい考課をな し得る者は,既 成の形で存在す
るとは,と うてい考えられない。す ぐれた考課者は,選 ばれ るより,つ くりあげられ るもので
ある。 このように考えて くると,人 事考課の成否を決す るものの不可欠なひ とつとして,考 課
者の訓練 の重要性が浮びあが ってくる。
しか もその訓練 は,
「己舗 聯 動させる蹴 それ婿 入する前の注意ぶかい訓練であり・その後に続け
られるべ きフォローアップ訓練」(Hafrell,T.W;IndustrialPsychology,1954,P.75藤
田忠著r前 掲書』285頁より)
であると指摘され,ま た 「す くな くとも6ヵ 月tt-一度は実施して」かつての思いつきで,よ ろ
しくやってのけてしまうわるい習慣から脱却させることが不可欠であるとい うように指摘(藤
田忠著 『前掲書』285頁)されているように,人 事考課の導入前は もとよりのこと,導 入後 も
ひきつづき行われなければならないものである。それほど,考 課者訓練に手間隙かけることが
重視 されるゆえんは,前 述のように考課者のあ りようが,労 使にとって重要な意義を もつから
にほかならない。
ところで,A化 学企業では,『A化 学企業手引』が発行され,そ のなかで 「採点に際 して留
意 していただきたい事柄」 として,「採点者が陥 りやすい一般的な誤 り」 と 「初回の評定で留
意 していただきたい事柄」 とについて指摘され,ま た 「資料(留 意すべき事項についての一引
用者)は できるだけお手 もとに配布いた します」 とされている。 しか しながら,それ らが,考
課者にどの程度周知徹底 されたのか,そ してまたどのような考課訓練が,ど のような頻度で行
われたのかということについて,筆 者は寡聞に して知 らない。かつての考課者,現 在の考課者
か らその状況について教示されることを期待す るのは,あ えて筆者のみではなかろう。
『じん じふくし』(1969年9刀24日)で,
「人事考課の絶対的,合 理的基準はあ りません,最 終的には評定者の 日にまかされ ます」
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と断定的に述べられているような状況のもとで,か りにも,考 課者訓練が十分に実施されてい
ないとか,rA化 学企業手引』が考課者に周知徹底 されていないとかがあるとすれば,き わめ
て事態は深刻であ り,その責任は重かつ大であると言わ ざるを得ない。
以上,考 課項目 ・基準 ・「第一次評定点」の算出,考 課点の最終決定に至る手続き,考 課者
訓練 とい う三つの点を中心に,A化 学企業の人事考課について検討 してきたのであるが,人 事
考課にみ られた恣意性 ・非客観性 ・非納得性は,「資格1級 から副主事への昇格者を決定す る
ため実施」 され ている 「昇格審査制度」にもみられる。 この制度は,「研修報告30点」,「審査
委員5及 至7名 」による 「総合的な人物評定ならびに研修報告に関する質疑」にかかわる 「面
接30点」,「過去3カ 年間の人事考課(昇 給)勤 怠実績を基準」 とす る 「勤務成績27点」,87点
満点を 「総合評定点」 とし,「60点以上の者を合格」 として副主事に昇格させるという制度で
あるが(1987年5月20日のr昇 格制度に関す る協定書2に よる),客観性 ・公平性 ・公正性を
どの ように装い美化 しようとして も,累 積された恣意的な人事考課があたかも 「蒙古斑」 のよ
第12表 昇 格 審 査 基 準
種 目 顎 口 内 容 採 点
研
修
報
告
1.構 成 形式的な組立て方の良否一 一 『 一.
2.内 容
論 理 性
独 創 性… 一 ・.一=」A'
諭旨明快適切であるか。
実践的な新 しさがあるか。一一
(AパB)(C)(D(E)
30252015(10～0)
3.表 現 力 わかり円く的確な言い表わ し方であるカ㌔'
面
接
一
1.信 託 性
仕 獅こ対 し積極的な意欲と愛情を持ち
安心 して仕事を託 し得 る人物 であ る
か。
(A)⑭(C)⑪(E)
30252015(10～0)
2.指 導 性 成員相互の理解を深め,意1司する方向へけん引する能力の程度
a人 柄 上一ド同僚からの人間的信頼と尊敬並びに社外信用の度合
功
務
成
績
一 一 「-
1.入 事 考 課
　 一 ヒ・ ゴA
昇 級 考 課 点
27鳥ミー一>27/1工19点ミ→ ユ9λ伐
26-,26]8->18
25->25]7→17
24→24エ6→16
23→2315・ 予15
22->2214->14
2L→2113→13
20->20
過 去3カ 年 閥 の 実
績 に よ る1と2の
総 合 に よ る。
2.勤 怠 実 態
ネ1:内ぷ規 則 に対 す るま蔓法 精 神 の度 合
日興 賃2点 減 点
過 怠 金3点 〃
綴1[}… …・… 点 〃
計 研修報告,面 接に対する採点者各人の5段 階評定の平均点(4捨5入)に勤務成績 を加えた3種 目合計点とする。
出所)A化 学 企業 『昇格 審査 制度 に関す る協定 書』1971年10月19日,
その後4度 にわた り改正1987年5月20日の もの
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うに引きつがれていることや,曖 昧な基準で 「研修報告」「面接」の「5段階評定」 が行われて
いること(第12表参照)な どからも,そ の運用の実態は,き わめて恣意的 ・非客観的であると
いっても大過ない。
「人事考課の公正を期する」ために人事諮問委員会が,「労働協約第18条第2号 ア」に もどつ
いて 「労使協議会の下部組織」 として設置されていても,ま た苦情処理委員会が設置されてい
ても,本稿の3-4で みておいた4う に賃金差別救済申立や提訴が労働組合組織 とは無関係に
行われ ざるを得ないまでに労働組合が企業主義化 されている状況のもとでは,な んら修正もお
こなわれないばか りか,不 当な人事考課結果の 「正当化」の場として利用され るなど,人 事考
課の恣意性に屋上屋を架す ものといえよう。
5.お わ り に
以上,職 能給 ・職能資格制度にいたる第二次大戦後のわが国の賃金制度の歩みと,職 能給 ・
職能資格制度の特質 ・実態 ・問題点等について概観するとともに,そ れをふまえた うえで,A
化学企業の職能給 ・職能資格制度について,制 度に焦点をあわせて,若 干の検討を試みてきた。
すでに本稿3で 指摘 しておいたように,職 能給 ・職能資格制度はr職 務遂行能力」 中心 とい
うごとをたてまえとしながらも,初 任給水準の低いことや,新 規学卒の定期採用方式,企 業内
教育訓練をつ うじての企業内閉鎖的 ・年功性的技能 ・熟練形成,雇 用の継続化等々のこれまで
のわが国特有の人事制度と,さ らには職能給 ・職能資格制度に内在する欠陥 ・弱点およびそれ
にもとつ く矛盾等 とによって,一 方では 「著 しく劣 る」 者お よび職場における労働者の権利を
主張す る民主的な組合活動家にたいす るみせ しめ的な差別処遇等と,他方では 「著 しく優れた」
者および企業主義的組合幹部にたいする優遇 とを 「思いきって」行 うとともに,一 般的には年
功性的な運用がはかられざるを得なか った。
その制度上のたてまえとは裏腹に,一 般的には年功性的に運用す ることによって,労 働者の
企業への不平 ・不満の希釈化をはかるとともに,「職務遂行能力」 中心の名のもとにみせ しめ
的な差別と優遇とを 「思いきって」や ることによって,「やる気」のない者に 「やる気」を起
させ,「やる気」 のある者の 「やる気」をさらに高めさせて,労 使関係の 「安定化」,企 業経営
の効率化,労 働力利用の 「弾力化」 ・効率化に拍車をかけてきた。職能給 ・職能資格制度が,
企業にとってそれな りのメリットがあ ったのは,特 定の者にたいす る恣意的な運用 と,そ れ以
外の者にたいする年功性的な運用とが巧みに使いわけられたうえで,一 般的には年功性的に運
用されたか らにほかならない。
以一[:のようなことは,A化 学企業の職能給 ・職能資格制度について も例外ではない。A化 学
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企業では,恣 意性の介入 ・拡大が恣意的に行われる余地が きわめて大きい人事考課制度や昇格
審査制度 と,無 規定性 ・便宜性の 「資格」 をその根幹とす る職能給 ・職能資格制度であるだけ
に,す でに本稿の3-3で みておいた ように,そ の運用は恣意的にして年功性的性格の濃厚な
もの とな らざるを得ない といえ よう。
企業別の閉鎖的な労働市場のもとで 「逃げ場」もなく企業にとじこめられ,職 制組織,小 集
団活動,企 業主義的組合組織 とい うように幾重にも 「囲いこまれ」ている労働者が,職 能給 ・
職能資格制度によるみせしめ的な差別と優遇とを眼前にするとき,底 な しの不安と淡い期待 と
のはげ しい葛藤にかられ,「社員意識」 や苛酷なまでの労働を 「受容」せざるを得な くなる。
さもなければ,優 遇的な昇給 ・昇格の淡い夢 ・期待は破 られるばか りではな く,「やる気」の
ない老 として,差 別 ・排除され ることは必至である。 しか しながら 「受容」 の水面下で,労 働
者の不平 ・不満 ・憤 りが累積 され,拡 が りをみせつつあるとともに,不 当に差別 されつづけ ら
れている同僚にたいする同情 ・支持 も拡大 しつつ高 まりをみせることは まぎれもない事実であ
るといえよう。
(追 記)
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